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人口ビジョン 

館林市空撮 
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はじめに 

日本の合計特殊出生率は、1970 年代後半以降急速に低下し、人口規模が長期的に維

持される水準を下回る状態が、今日まで約 40年間続いています。そして、2008 年（平

成 20 年）に始まった人口減少は、今後若年人口の減少と老年人口の増加を伴いながら

加速度的に進行し、2040 年代には毎年 100 万人程度の減少スピードになると推計され

ています。 

特に年少人口及び生産年齢人口の減少は、経済規模の縮小、高齢者を支える現役世代

の負担増加など、地域経済社会に甚大な影響を与えていくことになり、まったなしの状

況といえます。 

この現状を打破すべく、政府は平成 26 年 12 月 27 日に、国と地方が総力を挙げて取

り組む上での指針となる「まち・ひと・しごと創生長期ビジョン・総合戦略」を策定し

ました。 

本市においてもこれを受け、人口の現状を分析するとともに、今後目指すべき方向を

示す「館林市人口ビジョン」を策定します。 
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国の長期ビジョン 

（１）長期ビジョンの趣旨 

 

 

 

 

（２）人口の現状と将来展望 

 

 

 

・日本は、2008 年（平成 20 年）をピークとして人口減少時代へ突入し、今後一貫し

て人口が減少し続けると推計されています。 

・地域によって状況が異なり、地方では本格的な人口減少に直面している市町村が 

多くなっています。 

 

 

 

・人口の減少により、経済規模の縮小や国民生活の水準が低下する恐れがあります。 

 

 

 

・地方から東京圏への人口流入は続いており、特に若い世代が東京圏に流入して 

います。 

 

 

 

・出生率の改善が早期であるほど、その効果は大きいと推計されています。 

 

 

５０年後の２０６０年に、１億人程度の人口を維持することを目指し、日本の

人口動向を分析し、将来展望を示す。 

日本の人口減少をどう考えるか （２）－１ 

日本の人口減少をどう考えるか （２）－２ 

「東京一極集中」の問題をどう考えるか （２）－３ 

人口減少に歯止めをかけることの意味をどう考えるか （２）－４ 
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（３）目指すべき将来方向と今後の基本戦略 

 

 

 

・将来にわたって活力ある日本社会を維持していきます。 

・国民の、地方移住や結婚・出産・子育てといった希望を実現します。 

 

 

 

・人口減少克服・地方創生に正面から取り組むとともに、地域の特性に即した 

対応や制度全般の見直しを進めていく必要があります。 

・以下の中長期的な政策目標を提示しています。 

①若い世代の就労・結婚・子育ての希望の実現 

②東京圏への人口の過度の集中の是正 

③地域の特性に即した地域課題の解決 

 

 

 

・国民的論議を喚起し、人口減少は国家の根本に関わる問題であるとの基本認識を 

共有し、中長期的な目標を掲げ継続的に取り組んでいます。 

・地域住民の参加も得る形で、地方の発意と自主的な取組を基本とし、国がそれを 

様々な面で支援していきます。 

 

  

目指すべき「将来方向」をどう考えるか （３）－１ 

取り組むべき「政策目標」をどう考えるか （３）－２ 

今後、この問題にどのような姿勢で臨むべきか （３）－３ 
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Ⅰ 人口の現状と分析 
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１ 人口の推移 

（１）総人口の推移 

館林市の 1955 年（昭和 30 年）から 2060 年までの人口を見ると、2005 年（平成 17

年）頃までは上昇傾向にあり、ピーク時には 79,454 人でありました。しかし、日本全

体の少子高齢化の流れと同じくその後は下降傾向となり、2015 年（平成 27 年）では約

7万 7 千人の人口となっています。 

 

出典: まち・ひと・しごと創生本部事務局「地域経済分析システム（RESAS）」 

※ 2010 年までは「国勢調査」のデータに基づく実績値、2015 年以降は国立社会保障・人口問題研究所及び「RESAS」による 

「日本の地域別将来推計人口」に基づきまち・ひと・しごと創生本部作成。 
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（２）年齢３区分別人口の推移 

また、総人口を年少人口(15 歳未満)、生産年齢人口 (15 歳以上 65 歳未満)、老年人

口(65 歳以上)の 3 つに分け詳しく見ると、生産年齢人口および年少人口と老年人口で

異なる傾向が見られます。 

生産年齢人口は、2000 年（平成 12 年）の 53,352 人をピークに上昇傾向から下降傾

向に転換しています。また、年少人口に関しても同じように 1980 年（昭和 55 年）の

17,086 人から下降傾向となっています。 

一方、老年人口は上昇傾向が続いており、2010 年（平成 22 年）の数値では 17,559

人となっています。また 2000 年には老年人口が年少人口を上回り、少子高齢化の波が

ここ館林市でも進行していることがうかがえます。 

出典: まち・ひと・しごと創生本部事務局「地域経済分析システム（RESAS）」 

(「国勢調査」のデータに基づく実績値) 

※年齢３区分別人口は年齢不詳を含まないため、また、端数処理のため、総数に一致しない場合があります。 
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２ 年齢別人口 

（１）年齢別人口 （２０１５年） 

年齢別に館林市の人口を見ると、現在館林市の最も人口の多い年齢層は 65～69 歳な

らびに 40～44 歳となっています。これらは、それぞれ団塊世代および団塊ジュニア世

代と呼ばれる世代にあたり、日本全体においても人口の多い世代であります。 

一方、団塊ジュニア世代が親世代となり「第三次ベビーブーム」が起き、現在の 10

代の人口が急増するという希望的な予測もありましたが、実際には微増にとどまり、第

三次ベビーブームは起きなかったことがうかがえます。 

 

出典: まち・ひと・しごと創生本部事務局「地域経済分析システム（RESAS）」 
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（２）年齢別推定人口（２０４０年） 

2040 年の年代別の人口推計を見ると、最も人口の多い年齢層は 65～69 歳ではありま

すが、70 歳以上の人口も全体的に増え、特に女性の 90 歳以上の人口は 2015 年の 2.5

倍近くである 1,888 人と推計されています。また、65 歳未満の世代を見てみると、年

齢が若いほどその人口が少ない逆三角形の形が 2015 年時に比べより顕著に見られます。 

こうした傾向は、現在の各世代の人口規模がそのまま 25 年先の世代にスライドし、

かつ少子化の状況が改善されないとの予想を基に考えられています。 

 

出典: まち・ひと・しごと創生本部事務局「地域経済分析システム（RESAS）」 
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３ 人口増減 

（１）人口増減の推移 

館林市の総人口を詳しく見る上で、人口増減はまず把握すべき項目となります。人口

増減は出生・死亡に関する自然増減と転入・転出に関する社会増減に分けることができ

ます。 

出典: まち・ひと・しごと創生本部事務局「地域経済分析システム（RESAS）」 

館林市の自然増減、社会増減のここ 20 年近くの推移を見ると、自然増減（出生数お

よび死亡数）では、2006 年までは出生数が死亡数を上回っていたものの、その後死亡

数が出生数を上回っています。また、出生数はゆるやかな下降傾向が続いています。 

また、社会増減（転入数および転出数）を見ると、転入数は 1997 年をピークに下降

傾向が続いています。2002 年には転出数が転入数を上回り、以降その傾向はほぼ変わ

らず現在まで至っています。 

出生数を上回る死亡数、および転入数を上回る転出数の傾向から、館林市における総

人口の減少傾向は、自然増減および社会増減の両方に要因があると考えられます。 
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 （２）自然増減 

 

 

館林市の出生数は、近年減少の傾向をたどっています。2007 年には死亡数が出生数

を上回り、以降、自然増減数はマイナスの傾向に転じています。 

出典: まち・ひと・しごと創生本部事務局「地域経済分析システム（RESAS）」 
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 出生数に関連して、合計特殊出生率(一人の女性が一生に産む子供の数)や、若年女性

（20～39 歳）の数も出産に大きく影響のある指標として確認すべきものです。 

合計特殊出生率はここ 15 年ほど約 1.3～1.5 の間をたどっており、国の目標値である

希望出生率(1.8) および人口を維持するために必要な出生水準(2.1)に届かない状況が

続いています。 

 
出典: 群馬県健康福祉統計年報（2005年～2013年） 

※国民希望出生率 (1.8) 政府の「まち・ひと・しごと創生本部」が掲げる目標値。 

※人口置換水準 (2.1) 

 

人口を維持するのに必要な出生水準。 

先進諸国の人口置換水準は 2.1 と推計されており、 

「まち・ひと・しごと創生本部」もこの数値を採用。 
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また、館林市の若年女性（20～39 歳）については、2000 年を境に年々その数は少な

くなっています。また国立社会保障・人口問題研究所（以下、社人研）の推計によると、

この減少傾向は更に進むものとされています。若年女性人口と出生数の増減には大きな

関係があり、若年女性人口の改善がなければ、出生数の向上も見込まれない可能性が高

いと考えられます。 

出典: まち・ひと・しごと創生本部事務局「地域経済分析システム（RESAS）」 

(2010 年までは「国勢調査」のデータに基づく実績値、2015 年以降は「国立社会保障・人口問題研究所」のデータに基づく推計値。) 
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（３）社会増減 

 

 

転入および転出に関する社会増減についても、いくつかの視点からその実態を分析す

る必要があります。 

まず、転入数と転出数による社会増減数（転入数－転出数）の推移を見ると、1997

年に転入者が転出者を上回り、社会増減数はプラスになりますが、その後、2002 年に

は再び転出数が転入数を上回り、社会増減数がマイナスの状態が続いています。 

出典: まち・ひと・しごと創生本部事務局「地域経済分析システム（RESAS）」 

(2010 年までは「国勢調査」のデータに基づく実績値) 
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転入数から転出数を引いた純移動数において年齢別に状況を見てみると、過去 30 年

間のデータから年代における特徴が幾つか見られます。 
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（女性） 

 

 

出典: 住民基本台帳人口移動報告（1980 年～2010 年） 
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男性の年齢別の純移動（転入数－転出数）を見てみると、1980 年から流出している

のが、10 代の層です。直近 2005 年から 2010 年を見ても、他の年代よりも減少数の多

いマイナス 368 人となっています。逆に男性で特徴的なのが 20 代の増加です。これは

1980 年から転入者が転出者を上回る状態が続いており、直近 2005 年から 2010 年では

313 人のプラスの数字となっています。 

また、時系列に各世代の数を見てみると、10代後半から 20 代前半の大きな減少傾向

は変わらず続いているものの、直近の 2005 年から 2010 年の減少幅は、それまでの年と

比べると少なくなっています。 

女性の場合は、男性と共通している傾向としては 10 代の流出があり、1985 年以降転

出が転入を上回る状態が続いています。一方、男性と異なる傾向なのが 20 代で、直近

2005 年から 2010 年を見てみると、増減数はマイナス 30 人となっており、313 人のプラ

スとなっている男性と比べて逆の傾向となっています。これは館林市から離れた女性が

そのまま戻ってこないことを表しており、この若い女性の流れをどう考えるかが社会増

減における大きな課題と考えられます。 
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出典: 群馬県移動人口調査（2010 年～2014 年） 

県内から本市への移動を見ると、2010 年からの 5 年間、転入以上に転出が多い自治

体が目立っており、転出については、邑楽郡ならびに太田市と近隣の自治体の移動が中

心でした。しかし、直近の 2014 年を見ると、前橋市やその他近隣自治体以外の群馬県

の市町村の割合も増えており、邑楽郡に関しては純移動数がマイナス 79から 22 へ大き

く転換しています。 
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出典: 群馬県移動人口調査（2010 年～2014 年） 

県外から本市への移動もまた、2010 年からの 5 年間を見ると転入が転出を上回る地

域もいくつかあるものの、転出が転入を上回る地域が目立っており、その転出の中心は、

東京都、埼玉県、千葉県、栃木県といった近隣の都道府県です。なお、2011 年に国外

への転出が多かった要因は、東日本大震災によるものだと考えられます。 

移動に関する県内と県外の動きを比べた場合、本市については県外、特に東京圏への

移動数が顕著に多いことから、社会増減については県外への依存が高いことがうかがえ

ます。 
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４ 自然増減・社会増減の影響 

（１）自然増減数・社会増減数の推移 

本市の直近 20 年間の自然増減（出生数－死亡数）・社会増減（転入数－転出数）の推

移をまとめると下記のとおりになります。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

出典: まち・ひと・しごと創生本部事務局「地域経済分析システム（RESAS）」 

年 転入数（人） 転出数（人） 出生数（人） 死亡数（人） 社会増減 自然増減
1995 2,528 2,752 792 605 -224 187
1996 2,578 2,724 758 602 -146 156
1997 2,954 2,834 793 547 120 246
1998 2,812 2,691 765 572 121 193
1999 2,809 2,757 824 667 52 157
2000 2,864 2,744 789 655 120 134
2001 2,791 2,609 865 649 182 216
2002 2,741 2,847 792 672 -106 120
2003 2,741 2,778 806 641 -37 165
2004 2,581 2,756 756 683 -175 73
2005 2,427 2,749 673 659 -322 14
2006 2,568 2,707 727 684 -139 43
2007 2,581 2,773 666 744 -192 -78
2008 2,510 2,577 653 738 -67 -85
2009 2,503 2,579 706 765 -76 -59
2010 2,453 2,488 656 752 -35 -96
2011 2,283 2,404 641 838 -121 -197
2012 2,172 2,363 615 847 -191 -232
2013 2,357 2,622 606 806 -265 -200
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1995 年ごろは「自然増ではあるが社会減」の状態でしたが、その後、1997 年から 2001

年にかけて、「自然増かつ社会増」の状態となります。しかし、その後は再び、「自然増

ではあるが社会減」となり、2007 年からは「自然減かつ社会減」となり、自然減・社

会減の両方が本市の取り組むべき課題の方向となっています。 
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５ 雇用や就労等の推移 

（１）産業就業者の推移 

出典: 国勢調査（1980 年～2010 年） 

本市の産業就業者の推移を見ると、2000 年までは就業者数の増加傾向が続いていま

した。しかし、その後は総人口の減少もあり減少傾向に転じ、2010 年時点では 37,333

人となっています。 

また、産業の区分別に推移を見ると、農業を中心とした第一次産業の就業者は 1980

年から減少の傾向が続いています。また、第二次産業についても 1990 年までは就業者

数は増えていたものの、その後は減少傾向に転じています。一方、小売業・サービス業

等の第三次産業については、1980 年から 2005 年まで増加傾向が続き、2010 年時点でも

本市の中で一番就業者数の多い産業となっています。 
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（２）産業の内訳 

 

 

出典: 国勢調査（2010 年） 

就業者の細かな産業の内訳を見ると、本市における特徴がいくつか見られます。まず、

第二次産業にあたる製造業の就業者が男性を中心に多い他、卸売業・小売業の就業者の

割合も比較的高くなっています。  

また、男性と女性を比べて割合に差のある産業もいくつか見られます。特に男性で比

率が高い産業として、製造業と建設業が挙げられますが、一方、女性では宿泊業と飲食

サービス業、医療福祉などの就業者比率が高い産業があります。まちのしごとづくりに

関しては、男女で就業者の割合が異なる産業も意識することが必要と考えられます。 
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Ｇ 情報通信業 Ｈ 運輸業，郵便業 Ｉ 卸売業，小売業

Ｊ 金融業，保険業 Ｋ 不動産業，物品賃貸業 Ｌ 学術研究，専門・技術サービス業

Ｍ 宿泊業，飲食サービス業 Ｎ 生活関連サービス業，娯楽業 Ｏ 教育，学習支援業

Ｐ 医療，福祉 Ｑ 複合サービス事業 Ｒ サービス業（他に分類されないもの）

Ｓ 公務（他に分類されるものを除く） Ｔ 分類不能の産業

産業（大項目） 男性（人） 女性（人）
Ａ 農業，林業 988 725
Ｂ 漁業 1 -
Ｃ 鉱業，採石業，砂利採取業 1 -
Ｄ 建設業 1,728 356
Ｅ 製造業 7,507 3,159
Ｆ 電気・ガス・熱供給・水道業 86 23
Ｇ 情報通信業 335 85
Ｈ 運輸業，郵便業 2,080 709
Ｉ 卸売業，小売業 2,921 3,027
Ｊ 金融業，保険業 282 367
Ｋ 不動産業，物品賃貸業 277 179
Ｌ 学術研究，専門・技術サービス業 453 244
Ｍ 宿泊業，飲食サービス業 764 1,237
Ｎ 生活関連サービス業，娯楽業 529 751
Ｏ 教育，学習支援業 619 854
Ｐ 医療，福祉 755 2,482
Ｑ 複合サービス事業 152 116
Ｒ サービス業（他に分類されないもの） 1,131 539
Ｓ 公務（他に分類されるものを除く） 683 231
Ｔ 分類不能の産業 612 345
計 21,904 15,429
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（３）年齢ごとの産業の内訳 

 

出典: 国勢調査（2010 年） 

産業の状況を年齢ごとに見てみると、各年代とも就業者の割合の比較的多い産業が、

製造業や卸売業・小売業となっています。 

また、年代によって就業者の割合の多い産業の差が見られ、例えば農業については、

年齢が上がるにつれ、就業者の割合は増えていき、80 歳以上では全体の約半数の割合
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397
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47

14

11

4

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

15～…

20～…

25～…

30～…

35～…

40～…

45～…

50～…

55～…

60～…

65～…

70～…

75～…

80～…

85歳…

Ａ 農業，林業 Ｂ 漁業 Ｃ 鉱業，採石業，砂利採取業

Ｄ 建設業 Ｅ 製造業 Ｆ 電気・ガス・熱供給・水道業

Ｇ 情報通信業 Ｈ 運輸業，郵便業 Ｉ 卸売業，小売業

Ｊ 金融業，保険業 Ｋ 不動産業，物品賃貸業 Ｌ 学術研究，専門・技術サービス業

Ｍ 宿泊業，飲食サービス業 Ｎ 生活関連サービス業，娯楽業 Ｏ 教育，学習支援業

Ｐ 医療，福祉 Ｑ 複合サービス事業 Ｒ サービス業（他に分類されないもの）

Ｓ 公務（他に分類されるものを除く） Ｔ 分類不能の産業

産業（大項目）
15～
19歳

20～
24歳

25～
29歳

30～
34歳

35～
39歳

40～
44歳

45～
49歳

50～
54歳

55～
59歳

60～
64歳

65～
69歳

70～
74歳

75～
79歳

80～
84歳

85歳
以上

Ａ 農業，林業 15 43 49 59 82 90 102 191 282 234 218 199 101 48
Ｂ 漁業 1
Ｃ 鉱業，採石業，砂利採取業 1
Ｄ 建設業 18 76 156 197 299 214 192 189 270 262 128 44 27 9 3
Ｅ 製造業 100 513 891 1,214 1,628 1,423 1,173 1,036 1,165 884 411 140 63 22 3
Ｆ 電気・ガス・熱供給・水道業 2 3 10 5 11 20 9 19 23 6 1
Ｇ 情報通信業 30 51 59 83 59 53 32 34 14 2 1 2
Ｈ 運輸業，郵便業 15 72 155 259 448 403 357 304 326 305 106 29 8 2
Ｉ 卸売業，小売業 100 394 526 597 780 627 531 590 629 572 301 161 81 41 18
Ｊ 金融業，保険業 1 44 52 57 73 105 101 75 73 36 18 10 1 3
Ｋ 不動産業，物品賃貸業 2 13 22 32 45 52 41 49 42 63 36 16 23 13 7
Ｌ 学術研究，専門・技術サービス業 21 56 86 94 90 77 67 70 75 30 10 13 6 2
Ｍ 宿泊業，飲食サービス業 80 134 127 155 207 195 162 173 189 299 152 92 27 6 3
Ｎ 生活関連サービス業，娯楽業 8 119 147 109 125 107 80 84 145 163 100 57 23 9 4
Ｏ 教育，学習支援業 7 83 130 114 146 160 185 250 241 104 30 17 4 2
Ｐ 医療，福祉 14 231 428 397 401 332 377 331 305 243 102 47 14 11 4
Ｑ 複合サービス事業 3 21 25 20 37 26 47 47 30 8 3 1
Ｒ サービス業（他に分類されないもの） 10 55 89 122 191 185 151 153 202 250 167 62 23 8 2
Ｓ 公務（他に分類されるものを除く） 2 50 90 101 119 122 85 102 111 60 39 27 4 2
Ｔ 分類不能の産業 20 99 115 131 139 107 81 62 63 68 34 12 14 9 3
計 382 1,973 3,113 3,704 4,886 4,309 3,792 3,665 4,109 3,694 1,892 945 524 244 101
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を占めています。一方、若い世代で就業者数の割合が高い産業も見られ、例えば 10 代

で割合の高い宿泊業・飲食サービス業や、20 代で割合の高い医療、福祉関係などが当

たります。 

 

（４）産業の特化係数 

出典: 国勢調査（2010 年） 

※特化係数 地域の特定の産業が、どれだけ特化しているかを見る係数。一般的にこ

の値が 1 を超えるとその産業は地域で卓越した業種と考えられている。

具体的には、以下の計算式を用いている。 

［館林市の各産業の就業者数比率/全国の各産業の就業者数比率］ 

本市の中で特化係数が1以上＝地域で卓越した業種と考えられる産業には、農業・

林業、製造業、運輸業・郵便業、複合サービス事業が挙げられます。特に農業に関し

ては地域の産業と考えられるものの、先の年齢別のグラフを見ると若い世代の就業者

が少なく、後継者育成の点から課題があります。 
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Ⅱ 人口の将来推計 
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１ 館林市のこれからの人口 

（１）国の人口推計 

本市のこれからの人口は、国立社会保障・人口問題研究所推計準拠、日本創成会議推

計の両方においても減少傾向が示されています。 

 
出典: まち・ひと・しごと創生本部事務局提供データ 

※ 2010 年までは「国勢調査」のデータに基づく実績値、2015 年以降は「国立社会保障・人口問題研究所」のデータに基づく推計値。 

「日本の地域別将来推計人口」に基づきまち・ひと・しごと創生本部作成。 

※社人研推計準拠 国立社会保障・人口問題研究所(社人研)による将来推計。 

全国の人の移動が今後一定程度縮小することを前提とし推計。 

※日本創成会議推計 社人研推計準拠をベースに、全国の人の移動が縮小せずに概ね

同水準で推移すると仮定。 
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（２）国の年齢３区分別人口推計 

総人口を年少人口、生産年齢人口、老年人口の３つに分け詳しく見ると、生産年齢人

口および年少人口と老年人口で異なる傾向が見られます。 

出典: まち・ひと・しごと創生本部事務局提供データ 

※年齢３区分別人口は年齢不詳を含まないため、また、端数処理のため、総数に一致しない場合があります。 

生産年齢人口は総人口の流れと同じく、下降傾向はかわらず、2060 年には 24,702 人

まで減少すると推計されています。また、年少人口に関しても同じような下降傾向が今

後も予想されており、2060 年の段階で、年少人口は 4,450 人まで減少が見込まれてい

ます。一方、老年人口は 2040 年頃までは上昇が続き、その後は下降が予想されていま

す。推計によると、老年人口が年少人口を上回る傾向は今後も続くと予想されます。 
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（３）本市独自の人口推計 

 

 

社人研推計準拠を参考にシミュレーションを行うことで、将来人口に及ぼす出生の影

響度（自然増減の影響度）を分析することができます。 

出典: まち・ひと・しごと創生本部事務局提供データ及びワークシート 

※社人研推計準拠 国立社会保障・人口問題研究所(社人研)による将来推計。 

全国の人の移動が今後一定程度縮小することを前提。 

※シミュレーション 1 

(出生率改善) 

国が人口推計用に提供するワークシートを基に、合計特殊出生

率が、2015 年に 1.5、2025 年に 1.8、2030 年に 2.1（人口置換

水準：人口を長期的に一定に保てる水準）まで上昇したとした

場合のシミュレーション。 

 

シミュレーション１は、人口移動に関する仮定を社人研推計準拠と同じとして、出生

に関する仮定のみを変えているものであります。仮に出生率が 2030 年に人口置換水準

の 2.1 まで上昇したとした場合に 50 年後の人口がどの程度増加したものになるかを

表しており、その値が大きいほど、出生の影響度が大きい（現在の出生率が低い）こと

を意味します。 
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また、このシミュレーション１を軸に人口移動に関する仮定を変え、シミュレーショ

ンすることで、将来人口に及ぼす移動の影響度（社会増減の影響度）を分析することが

できます。 

出典: まち・ひと・しごと創生本部事務局提供データ及びワークシート 

※シミュレーション 2 

（人口移動も改善） 

シミュレーション 1 の出生率の改善に加えて、人口移動も改善 

(人口移動が均衡)したと仮定した場合の推計 

 

シミュレーション２は、出生の仮定をシミュレーション１と同じとして、さらに人口

移動に関する仮定を変えているものであります。仮に人口移動が均衡（転入と転出が同

数）となったとした場合に 50 年後の人口がどの程度増加（又は減少）したものとなる

かを表しており、その値が大きいほど、人口移動の影響度が大きい（現在の転出超過が

大きい）ことを意味します。 

 

 

 

 

 

78,608 
76,684 

74,421 72,175 
69,962 

67,437 

64,815 
62,197 

59,594 
56,943 

54,289 

78,608 
77,545 75,870 

74,220 72,665 

70,800 
68,821 

66,866 
64,943 

62,960 
60,979 

78,608 
76,695 

74,381 

71,552 

68,350 

64,891 

61,325 

57,746 

54,155 

50,459 

46,692 

40,000

45,000

50,000

55,000

60,000

65,000

70,000

75,000

80,000

85,000

2 0 1 0 2 0 1 5 2 0 2 0 2 0 2 5 2 0 3 0 2 0 3 5 2 0 4 0 2 0 4 5 2 0 5 0 2 0 5 5 2 0 6 0

人口（人)

シミュレーション1
(出生率改善)

社人研推計準拠

シミュレーション2
（人口移動も改善）

総
人
口 

（人） 

社会増減の影響度（シミュレーション２） （３）－２ 



 

35 

 

 

 

先ほどの２つのシミュレーションを踏まえ、自然増減の影響度及び社会増減の影響度

が把握できます。また、全国の市町村別の分析結果を踏まえ、2040 年時点の５段階評

価をおこなうと以下のとおりとなります。 

  

出典: まち・ひと・しごと創生本部事務局「地域経済分析システム（RESAS）」 

自然増減の影響度 「シミュレーション１の総人口／社人研推計の総人口」の数値に応じて、以下の 

5 段階に整理。 

「１」＝100%未満 「２」＝100～105% 「３」＝105～110%  

「４」＝110～115% 「５」＝115%以上 

社会増減の影響度 

 

「シミュレーション２の総人口／シミュレーション１の総人口」の数値に応じて、 

以下の 5 段階に整理。  

「１」＝100％未満 「２」＝100～110％ 「３」＝110～120％ 

「４」＝120～130％ 「５」＝130%以上の増加  

 

この評価方法を基に計算すると、館林市の自然増減の影響度は「3」、社会増減の影響

度は「2」となります。若干自然増減の影響度が高く推定されています。 
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２ その他の推計 

（１）合計特殊出生率を変動させた推計 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

出生率が1.20のシミュレーションの場合と出生率が2.50のシミュレーションの場合

を比較すると、その差は 30,000 人以上の開きとなっています（2014 年は 1.45）。 
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出生率 2010年 2015年 2020年 2025年 2030年 2035年 2040年 2045年 2050年 2055年 2060年

1.2 78,608 76,908 74,659 71,959 68,858 65,438 61,814 58,128 54,422 50,581 46,601

1.3 78,608 77,120 75,063 72,538 69,617 66,386 62,960 59,472 55,961 52,317 48,538

1.4 78,608 77,332 75,466 73,116 70,378 67,342 64,121 60,842 57,541 54,109 50,551

1.5 78,608 77,545 75,870 73,695 71,143 68,306 65,299 62,240 59,162 55,958 52,642

1.6 78,608 77,757 76,273 74,273 71,910 69,279 66,494 63,664 60,822 57,864 54,811

1.7 78,608 77,970 76,677 74,852 72,680 70,260 67,704 65,115 62,524 59,828 57,060

1.8 78,608 78,182 77,081 75,430 73,453 71,250 68,931 66,594 64,266 61,852 59,390

1.9 78,608 78,395 77,484 76,009 74,229 72,248 70,174 68,099 66,050 63,934 61,801

2 78,608 78,607 77,888 76,587 75,007 73,254 71,434 69,632 67,875 66,076 64,295

2.1 78,608 78,819 78,291 77,166 75,789 74,269 72,710 71,192 69,742 68,278 66,873

2.2 78,608 79,032 78,695 77,744 76,573 75,292 74,002 72,779 71,651 70,541 69,535

2.3 78,608 79,244 79,099 78,323 77,360 76,323 75,310 74,393 73,602 72,865 72,284

2.4 78,608 79,457 79,502 78,901 78,150 77,363 76,635 76,035 75,596 75,251 75,120

2.5 78,608 79,669 79,906 79,480 78,943 78,411 77,976 77,705 77,631 77,699 78,044
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出生率が 1.20 のシミュレーションの場合、2060 年には総人口が 40,455 人と想定さ

れます。一方、出生率が 2.50 のシミュレーションの場合、2060 年の総人口の想定数は

64,575 人であり、その差は 25,000 人近くの開きとなっています。 

78,608
76,064

73,003

69,546

65,741

61,690

57,468

53,239

49,042

44,775

40,455

78,608 78,752 77,988
76,544

74,844
72,879

71,070
69,362

67,709
66,077

64,575

35,000

40,000

45,000

50,000

55,000

60,000

65,000

70,000

75,000

80,000

2010年 2015年 2020年 2025年 2030年 2035年 2040年 2045年 2050年 2055年 2060年

1.2 1.3 1.4 1.5 1.6 1.7 1.8

1.9 2 2.1 2.2 2.3 2.4 2.5

(人)

出生率 2010年 2015年 2020年 2025年 2030年 2035年 2040年 2045年 2050年 2055年 2060年

1.2 78,608 76,064 73,003 69,546 65,741 61,690 57,468 53,239 49,042 44,775 40,455

1.3 78,608 76,271 73,386 70,084 66,426 62,508 58,432 54,348 50,285 46,147 41,953

1.4 78,608 76,478 73,770 70,622 67,113 63,332 59,411 55,478 51,560 47,562 43,508

1.5 78,608 76,684 74,153 71,161 67,803 64,164 60,402 56,630 52,866 49,020 45,120

1.6 78,608 76,891 74,537 71,699 68,495 65,003 61,408 57,805 54,205 50,522 46,791

1.7 78,608 77,098 74,920 72,237 69,190 65,850 62,427 59,000 55,575 52,068 48,521

1.8 78,608 77,305 75,304 72,776 69,888 66,703 63,460 60,218 56,977 53,659 50,310

1.9 78,608 77,511 75,687 73,314 70,588 67,564 64,506 61,458 58,412 55,295 52,160

2 78,608 77,718 76,071 73,852 71,291 68,432 65,566 62,720 59,879 56,976 54,071

2.1 78,608 77,925 76,454 74,391 71,997 69,307 66,640 64,004 61,379 58,703 56,044

2.2 78,608 78,132 76,838 74,929 72,705 70,189 67,727 65,310 62,912 60,476 58,081

2.3 78,608 78,338 77,221 75,467 73,415 71,078 68,827 66,638 64,477 62,296 60,181

2.4 78,608 78,545 77,605 76,006 74,128 71,975 69,942 67,989 66,076 64,162 62,345

2.5 78,608 78,752 77,988 76,544 74,844 72,879 71,070 69,362 67,709 66,077 64,575

総
人
口 

社会増減が現状のまま回復しなかった場合 （１）－２ 
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（２）人口を現状に維持するとした推計 

 

 

 

2010 年時点の人口を維持するとした場合、（社会増減が均衡するまで回復した場合）

2015 年には出生率 2.00、2030 年から 2035 年の間には出生率 3.00 に近い数値が想定さ

れ、国の長期ビジョンよりも高い出生率が求められます。 
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4.00

2010年 2015年 2020年 2025年 2030年 2035年 2040年 2045年 2050年 2055年 2060年

年 2010年 2015年 2020年 2025年 2030年 2035年 2040年 2045年 2050年 2055年 2060年

出生率 2.00 2.38 2.74 2.91 2.92 2.80 2.66 2.52 2.42 2.28

総人口 78,608 78,608 78,608 78,608 78,608 78,608 78,608 78,608 78,608 78,608 78,608

合
計
特
殊
出
生
率 

社会増減が均衡するまで回復した場合 （２）－１ 
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社会増減が現状のまま回復せず、2060 年において 2010 年時点の人口を維持するとし

た場合、2015 年には出生率が約 2.50、2030 年から 2035 年には出生率 3.50 を超える数

値が求められます。 
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2010年 2015年 2020年 2025年 2030年 2035年 2040年 2045年 2050年 2055年 2060年

年 2010年 2015年 2020年 2025年 2030年 2035年 2040年 2045年 2050年 2055年 2060年

出生率 2.43 2.92 3.41 3.60 3.66 3.45 3.24 3.04 2.89 2.68

総人口 78,608 78,608 78,608 78,608 78,608 78,608 78,608 78,608 78,608 78,608 78,608

合
計
特
殊
出
生
率 

社会増減が現状のまま回復しなかった場合 （２）－２ 
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３ 人口の減少が館林市の将来に与える影響 

（１）高齢世代を支える現役世代の負担の増加 

 
出典:まち・ひと・しごと創生本部事務局「地域経済分析システム（RESAS）」を基に作成 

 

※高齢世代 1 人を支えるために

必要な現役世代の人数 

老年人口（65歳以上）を生産年齢人口  

(15 歳以上 65歳未満)で割った割合 

 

本市の高齢世代1人を支えるために必要な現役世代の人数は、2010年時点では2.82

人となっています。しかし、少子高齢化が今後進み、より少ない人数で高齢世代を支

えることが求められます。2060 年での段階では、高齢世代 1 人を現役世代 1.41 人で

支えると推計されています。特に、医療年金制度など、現役世代は今後高齢世代を支

えるためにさらなる負担が予想されます。 
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（２）小中学校の児童数及び学級数の減少 

 小学校 
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学級数 児童数

(学級) (人)

-99学級

小学校学級数の推計

年 2010 2015 2020 2025 2030 2035 2040 2045 2050 2055 2060

第一小学校 22 24 19 17 14 14 14 14 12 12 12

第二小学校 18 14 13 12 11 10 10 10 9 8 6

第三小学校 16 14 12 12 12 10 9 9 7 7 6

第四小学校 8 7 6 3 3 3 3 3 3 3 3

第五小学校 16 16 12 12 12 11 11 10 9 6 6

第六小学校 15 14 12 11 9 8 7 7 7 6 6

第七小学校 10 8 6 6 6 6 6 6 6 6 5

第八小学校 24 19 17 14 12 12 12 12 12 12 9

第九小学校 10 10 9 8 7 6 6 6 6 6 6

第十小学校 21 21 20 19 15 14 14 13 13 13 12

美園小学校 19 19 16 13 12 12 12 12 12 11 9

小学校計 179 166 142 127 113 106 104 102 96 90 80

学
級
数 

児
童
数 

※第四小学校及び第七小学校は 2060 年時点で複式学級を採用したと仮定 

年 2010 2015 2020 2025 2030 2035 2040 2045 2050 2055 2060

第一小学校 596 548 547 484 426 397 380 362 333 298 267

第二小学校 432 332 340 301 265 247 236 225 207 185 166

第三小学校 404 350 323 286 251 235 224 214 196 176 157

第四小学校 165 76 66 58 51 48 46 44 40 36 32

第五小学校 394 424 333 295 259 242 231 220 203 181 162

第六小学校 381 351 272 241 212 198 189 180 165 148 133

第七小学校 208 190 144 127 112 105 100 95 88 78 70

第八小学校 681 558 456 403 355 331 317 302 277 248 222

第九小学校 231 217 207 183 161 150 144 137 126 113 101

第十小学校 606 547 603 533 469 438 419 399 367 328 294

美園小学校 535 490 435 385 339 316 302 288 265 237 212

小学校計 4,633 4,083 3,726 3,296 2,900 2,707 2,588 2,466 2,267 2,028 1,816

小学校児童数の推計 
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中学校 

 

 

 

出典: 館林市教育委員会資料 

※推計にはまち・ひと・しごと創生本部事務局「地域経済分析システム（RESAS）」の人口推計データを利用 

 

※児童数・生徒数の推計 2020 年までは教育委員会資料による確定値。 

2025 年以降は、小学生については 5～9 歳人口、中学生については

10～14 歳人口の推計を元に減少率を計算し、小学生計、中学生計を

算出。それを現在の各学校の児童数・生徒数比率に合わせ按分し、

各学校の児童数・生徒数を算出。 

※学級数の推計  

 

2020 年までは教育委員会資料による確定値。 

2025 年以降は、上記推計にて算出した学校毎の児童数・生徒数につ
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中学校学級数の推計

年 2010 2015 2020 2025 2030 2035 2040 2045 2050 2055 2060

第一中学校 13 15 12 10 9 8 7 7 6 6 5

第二中学校 12 11 9 6 5 5 4 4 4 4 3

第三中学校 13 16 10 9 7 7 6 6 5 5 5

第四中学校 16 19 15 13 11 10 9 9 8 8 7

多々良中学校 14 14 12 9 8 7 7 6 6 6 5

中学校計 68 75 58 47 40 37 33 32 29 29 25

年 2010 2015 2020 2025 2030 2035 2040 2045 2050 2055 2060

第一中学校 457 468 438 403 350 308 287 274 262 240 215

第二中学校 390 327 263 242 210 185 172 165 157 144 129

第三中学校 439 471 373 343 298 262 244 234 223 205 183

第四中学校 529 551 556 512 444 390 364 348 332 305 273

多々良中学校 463 447 401 369 320 282 263 251 239 220 197

中学校計 2,278 2,264 2,031 1,869 1,622 1,427 1,330 1,272 1,213 1,114 997

学
級
数 

生
徒
数 

中学校生徒数の推計 
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いて、現状の学年ごとの児童/生徒比率に合わせ按分し、1 学年あた

りの人数を算出。その数を下記の学級定義を元に集計。 

小学校 1～2 年生: 30 人/学級 

※1・2 年生それぞれが 1 桁の人数になった場合、複式学級とする 

（1・2 年合同クラス） 

小学校 3～4 年生: 35 人/学級 

※3・4 年生それぞれが 1 桁の人数になった場合、複式学級とする 

（3・4 年合同クラス） 

小学校 5～6 年生: 40 人/学級 

※5・6 年生それぞれが 1 桁の人数になった場合、複式学級とする 

（5・6 年合同クラス） 

中学校: 40 人/学級 

 年少人口の減少とともに、学校の児童数も減少が予想されます。それに伴い、学

校の学級数も減少が見込まれており、例えば小学校を見ると、2015年の段階で166あ

った学級が2060年には80学級と推計されています。特に、市内の中でも比較的年少人

口の少ない地域は今後、学級数の減少に伴い小中学校の統廃合も検討される可能性が

あると考えられます。 

 

 

 

 



 

44 

 

（３）地域経済への影響 

 
出典: 群馬県「平成 24 年度市町村民経済計算」 

※2015 年以降の推計にはまち・ひと・しごと創生本部事務局「地域経済分析システム（RESAS）」の人口推計データを利用 

※地域経済規模 館林市民の１人当たり所得額を「平成２４年度市町村民経済計

算」にて参照、その金額に総人口を掛けあわせて算出。 

 

人口の減少は、本市の経済にも少なからず影響を与えます。家計収支を元とした本市

の経済規模は、2010 年ではおよそ 2,500 億円ですが、今後その規模は縮小し、2040 年

の段階では、約 1,800 億円、さらに 2060 年の段階には約 1,500 億円の規模と推計され

ています。 
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（４）税収（市民税）への影響 

 
出典: 館林市統計書（平成 26 年版） 

※2015 年以降の推計にはまち・ひと・しごと創生本部事務局「地域経済分析システム（RESAS）」の人口推計データを利用 

※市民税推計 2010 年時点の館林市民１人あたりの市民税額をもとに、その金額に総

人口を掛け合わせて算出。 

 

また、本市の市民税は、2010 年の時点では約 46億円ですが、人口の減少に伴い、2060

年には約 27 億円まで落ち込むと見込まれます。 
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Ⅲ 人口の将来展望 
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１ 将来を展望するうえでのポイント 

 

（１）２００５年をピークに、人口は減少傾向へ 

国立社会保障・人口問題研究所によると、本市の人口は 2005 年頃をピークに減少傾

向に転じ、今後も減少すると予想されています。逆に老年人口は今後増加傾向にあり、

労働人口の減少や社会保障費の増加が見込まれるなど、今後の人口減少問題は住民一人

ひとりの生活にも大きく影響を与えることが予想されます。 

 

（２）出生数、若年女性数ともに下降傾向 

こうした状況の改善を考える上でポイントとなるのは、合計特殊出生率の改善です。 

合計特殊出生率については、近年その数は下降傾向にあります。関連して、出生数に

大きく影響を与える若年女性の数も同様に下降傾向にあります。出生数の増加において

出産・子育てにおける障害を軽減し、子どもを産みやすい環境を作ることができるかが

重要となります。 

 

（３）１０代～３０代の若い世代の流出 

もうひとつのポイントは、若い世代の流出防止です。館林市を離れる転出者の数は館

林市に移り住む転入者の数を上回り、さらに年代別に移動の状況を見てみると、10 代

の流出が顕著に現れています。 

 

（４）若い世代の動向が今後の人口問題を考える上でのカギ 

出生、転出の両方に共通するのが 10～30 代を中心とした若い世代です。彼らの転出

抑制あるいは市内への転入促進が、今後の館林市の出生数や人口問題改善に大きな影響

を与えると考えられます。 
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２ 将来展望に必要な調査・分析 

（１）館林の未来に関するアンケートの概要 

◇調査地域 館林市全域 

◇調査対象 市内在住満 18 歳以上 65歳未満の男女 

◇対 象 者 2,000 人 

◇抽出方法 住民基本台帳より等間隔無作為抽出 

◇調査期間 平成 27年 6 月 23 日～7 月 17 日（25 日間） 

◇回収結果 回収者：1061 人 回収率：53.1％ 

 

 

 

①回答者の約 75%が今後も定住の意向 

これからも本市に住み続けたいかについての設問には、「今の場所に住み続けたい」

との回答が回答者の 74.6％を占めています。この数値は今後の定住意向を図る上での

指標になると考えられます。また、知人・友人等に本市に移り住むことを勧めたいかの

設問には、「勧めたい」「どちらかといえば勧めたい」の回答が合わせて全体の 6 割以上

を占めています。 

 

②市民の関心分野は「病気・医療」「福祉・介護」「買物などの日常生活」 

これからも住み続けると考えた時に気になることについての設問には、「病気や医療

に関すること」「福祉や介護に関すること」に特に多くの回答がありました。高齢世代

の増加に伴い、今後これらの分野へのニーズはさらに増えることも予想されます。また、

その次に回答が多かった項目は「買物などの日常生活に関すること」となっています。 

 

③まちの強みは「災害の少なさ」「東京からの近さ」、課題は「医療」「しごと」 

本市の強みについての設問には、「災害の少なさ」「東京への近さ」を挙げる回答が特

に多くありました。逆に、本市の弱みについては「夏の暑さ」に加え、「医療機関が少

ない」の項目も多く回答されました。また、本市を離れる意向の回答者にその理由をう

かがった設問には「医療機関が不十分だから」「働く場所が少ないから」に回答が多く

ありました。 

 

アンケート結果からの考察 （１）－１ 
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④人口減少対策には「子育て支援」「医療の充実」「若い世代への就労支援の充実」 

どのような取り組みを行うと人口減少に歯止めがかかるかという設問には、「子育て

支援」「医療の充実」次いで「若い世代への就労支援」が多く回答されました。特に「医

療の充実」と「若い世代への就労支援」は館林市を離れる回答者の主な理由とも重なり、

まちとして取り組むべき分野と考えられます。 

 

⑤独身者の 65%近くが結婚に対して前向き。懸念点は「出会いの機会」「経済的なこと」 

独身の回答者に対する結婚（再婚）に対する意識についての設問には、「結婚（また

は再婚）を考えている。なるべく早くしたい」「理想的な相手がいれば結婚（または再

婚）してもよい」の回答が合わせて回答者の 65%近くを占めています。また、結婚（ま

たは再婚）に関して気になることについての設問には「出会いの機会」「経済的なこと」

が多く回答されました。 

 

⑥転入者のきっかけは結婚・仕事。転入の際に気になったことは「生活」「医療・病院」 

市内に転入経験のある回答者に対して、きっかけを伺ったところ、最も多い回答が「結

婚のため」次いで「仕事（転勤等）のため」「仕事（新規就労）のため」と結婚と就職・

転職がきっかけの回答が多くありました。また、転入を考える際に気になった点につい

ては「生活に関すること（移動・買い物・公共サービスなど）」が最も回答が多く、次

いで「医療や病院に関すること」の回答でした。日常生活と医療・病院についてはここ

でも多く回答があり関心の高い分野と考えられます。 
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（２）学生の進路・結婚に関するアンケート 

◇調査対象 館林高等学校、館林女子高等学校、関東学園大学附属高等学校、 

関東短期大学の生徒 

 ※高校は第３学年、短大は第２学年 

◇対象者 730 人 

◇調査期間 平成 27年 7 月 1日～7月 17 日（17 日間） 

◇回収結果 回収者：675 人 回収率：92.4％ 

 

 

 

①卒業後も地元に住む意向が全体の約 45%。一方、地元を離れる意向も約 40% 

今後については、「地元に住み進学（もしくは就職）するつもり」が 45.3％と最も高

い回答数となっています。一方、「地元以外に住み進学するつもり」が 35.1％となって

おり、「地元以外に住み就職するつもり」の回答を合わせると全体の 4割を占めます。 

 

②地元に住み続ける理由は「出身地だから」「家族・親戚・知人など親しい人がいるから」  

地元に住み続けることを考える理由については、「家族・親戚・知人など親しい人が

いるから」が 69.9％と最も高く、次いで「出身地だから」が 54.8％となっています。

一方、「東京にアクセスしやすいから」は全体の 10.8%、「希望の仕事があるから」は全

体の 15.1%と、他の項目と比べて回答数は少なく、若者にとって東京へのアクセスや仕

事については地元に残る大きなポイントではないと考えられます。 

 

③地元を離れて住む先は、群馬県以外の関東地域が中心 

地元を離れる意向のある回答者が次に住みたい場所については、「関東地方の県」が

40.2%と最も高く、次いで「東京都」が 22.3％となっています。一方、邑楽郡内の町は

全体の 1.5%、「邑楽郡以外の群馬県内の市町村」の回答を合わせても、全体の約 10%に

とどまり、関東を中心に県外へ住みたい意向が多く見られます。 

 

④将来地元に戻りたい意向が全体の 3割。最も大きな懸念点は「仕事があるかどうか」 

地元を離れる意向のある回答者に将来的に地元へ戻りたいか尋ねると「いつかは戻り

たい」という回答が全体の 33％となっています。また、地元に戻ることを考えた時に

気になることについては、「仕事があるかどうか」が 58.7％と最も高く、U ターンにお

いて最も大きな懸念点と考えられます。 

アンケート結果からの考察 （２）－１ 
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⑤結婚の意向は回答者の 7割。結婚した年齢は 20 代。子どもは 2～3 人を希望 

結婚については、回答者の約 7割が「結婚したい」との意向であり、結婚したい年齢

については 21～30 歳に回答が多く集まりました。また、出産に関して、将来の子供の

人数を尋ねると、最も多い回答が「2 人」次いで「3 人」となっており、本市の出生率

向上を考えるにあたり、前向きな材料と考えられます。 
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３ 目指すべき将来の方向性 

基本的な視点 

人口減少への対応としては、主に２つの視点が考えられます。まず一つは、国の長期

ビジョンが指摘するように、出生数を増加させることにより人口減少に歯止めをかけ、

将来的に人口構造を変えていくことです（自然減対策）。また、もう一つは、転出者の

抑制、転入者の増加による政策誘導を図るもの（社会減対策）であり、この二つの対応

を同時並行的に進めていくことが、人口減少に歯止めをかけるうえで非常に重要となり

ます。こうしたことや、調査結果及びこれまでの分析結果を踏まえ、人口減少を克服す

るために本市が目指すべき将来の方向として、次の取り組みが必要と考えます。 

 

 

 

定住や移住などを促進するためには、生活の基盤となるしごとづくりが重要となりま

す。特に若年世代に対しては、雇用・就労環境の確保やＵＩＪターンの促進などにより、

人材を還流・定着させる取り組みに力を入れていく必要があります。 

 

 

 

城沼などの池沼や多様な動植物の生息地であるなど、豊かな自然に恵まれた住環境に

あって、東京圏にも近く災害も少ないという魅力を生かし、移住を促進します。 

 

 

 

「結婚したい」「子どもがほしい」といった結婚・妊娠、そして出産・子育ての希望

を実現し、出生率を向上させていくため、若い世代が安心して子どもを産み育てられる

環境づくりに取り組んでいく必要があります。 

 

 

 

人口減少等を踏まえ、公共施設や公的不動産の利活用についての民間活力の活用や、

空き家対策の推進を通し、既存ストックのマネジメント力強化を図ります。また、住民

の「ふるさと」に対する誇りを高める施策の推進を行っていきます。 

本市における安定した雇用を創出する （１） 

本市への新しい人の流れをつくる （２） 

若い世代の結婚・出産・子育て等に関する希望を実現する （３） 

時代に合った地域をつくり、安心なくらしを守るとともに地域と地域を連携する （４） 
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４ 人口の将来展望 

人口動向・将来人口推計および市民アンケートの結果を踏まえ、本市が将来目指すべ

き人口規模を展望します。 

（１）将来展望における考え方 

自然増減については、アンケート結果より、将来の子どもの人数として「2 人」次い

で「3人」を希望する意向が多かったことから、国の長期ビジョンにおける合計特殊出

生率の目標値、2020 年に 1.6、2030 年に 1.8、2040 年に 2.07 という推移を踏まえ、本

市としても同じ出生率を達成・推移すると仮定し、将来人口推計を行います。 

社会増減についても、アンケート結果では回答者の約 75％が「定住の意向」がある

ことを踏まえ、総合戦略を着実に実行していくことにより、転入超過を改善し、2030

年に純移動数（転入数－転出数）が同数、その後はその状態が続くことを目指しました。 

（２）将来展望人口と推計人口の比較 

＜2060 年において 56,000 人を目指して持続可能な社会を目指す＞ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

出典: まち・ひと・しごと創生本部事務局提供データ及びワークシート 

総
人
口 

2010 2015 2020 2025 2030 2035 2040 2045 2050 2055 2060
合計特殊出生率（ｔｆｒ） 1.49 1.5 1.6 1.6 1.8 1.8 2.07 2.07 2.07 2.07 2.07
総人口（人） 78,608 76,684 74,604 72,220 70,002 67,536 65,311 63,082 60,852 58,576 56,278

78,608
76,695

74,381

71,552

68,350

64,891

61,325

57,746

54,155

50,459

46,692

78,608
76,684

74,604
72,220

70,002
67,536

65,311
63,082

60,852
58,576

56,278

40,000

45,000

50,000

55,000

60,000

65,000

70,000

75,000

80,000

85,000

2010 2015 2020 2025 2030 2035 2040 2045 2050 2055 2060

(人)

総人口(館林市 将来展望)

(参考) 社人研推計準拠

年 
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本市の施策に事業効果が現れ、国の長期ビジョンにおける合計特殊出生率の目標値を

達成・推移すると仮定した場合、2040 年に人口 65,311 人、2060 年には、人口 56,278

人と社人研推計と比べ約 20%の人口改善が見られます。このことから、本市では、2060

年において人口 56,000 人を維持し、将来にわたって持続可能な社会を目指すこととし

ます。 

 

（３）年齢３区分別人口の展望 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

出典: まち・ひと・しごと創生本部事務局提供データ及びワークシート 

※「国立社会保障・人口問題研究所」のデータに基づく推計値。「日本の地域別将来推計人口」に基づきまち・ひと・しごと創生本部作成。 

※年齢３区分別人口は年齢不詳を含まないため、また、端数処理のため、総数に一致しない場合があります。 

 

人口 3 区分別に見ると、生産年齢人口は 2040 年には人口 34,239 人、2060 年には、

人口 29,847 人、年少人口も 2040 年には人口 8,648 人、2060 年には、人口 8,238 人と

その減少の度合いが少なくなっています。 
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（４）館林市の将来展望 自然増減・社会増減（5 年毎の増減数） 

 

出典: まち・ひと・しごと創生本部事務局提供データ及びワークシート 

※「国立社会保障・人口問題研究所」のデータに基づく推計値。「日本の地域別将来推計人口」に基づきまち・ひと・しごと創生本部作成。 

社会増減、自然増減においても 2055 年から 2060 年の 5年間で社人研推計では 3,500

人あまりの人口減少が予想されていますが、本市の将来展望をもとにした推計の結果、

減少数は約 2,300 人と 1,000 人以上の減少緩和が見込まれます。 
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（５）将来展望による各影響の変化 

 

 

 

出典:まち・ひと・しごと創生本部事務局「地域経済分析システム（RESAS）」を基に作成 

※高齢世代 1 人を支えるために

必要な現役世代の人数 

老年人口（65 歳以上）を生産年齢人口 (15 歳以上 65

歳未満)で割った割合 

 

社人研推計をもとにした試算によると 2060 年には高齢世代 1 名を支える現役世代の

人数は 1.41 人であったのに対し、本市の将来展望をもとにした試算によると、その人

数は 1.64 人と現役世代の負担軽減が見込まれます。 
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小学校 
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※参考として、社人研推計準拠（灰色）を併記

小学校学級数の推計

年 2010 2015 2020 2025 2030 2035 2040 2045 2050 2055 2060

第一小学校 22 24 19 19 17 18 18 20 20 18 18

第二小学校 18 14 13 12 12 12 12 12 12 12 12

第三小学校 16 14 12 12 12 12 12 12 12 12 12

第四小学校 8 7 6 4 3 3 3 4 4 3 3

第五小学校 16 16 12 12 12 12 12 12 12 12 12

第六小学校 15 14 12 12 10 11 11 12 12 11 11

第七小学校 10 8 6 6 6 6 6 6 6 6 6

第八小学校 24 19 17 15 14 15 15 17 15 15 15

第九小学校 10 10 9 8 8 8 8 9 8 8 8

第十小学校 21 21 20 19 19 19 19 20 19 19 19

美園小学校 19 19 16 15 13 14 13 16 15 14 13

小学校計 179 166 142 134 126 130 129 140 135 130 129

学
級
数 

※第四小学校は 2060 年時点で複式学級を採用したと仮定 

将来を担う子どもたちの展望 （５）－２ 

小学校児童数の推計

年 2010 2015 2020 2025 2030 2035 2040 2045 2050 2055 2060

第一小学校 596 548 547 527 481 512 502 566 544 512 497

第二小学校 432 332 340 328 299 318 312 352 338 318 309

第三小学校 404 350 323 311 284 302 296 334 321 302 293

第四小学校 165 76 66 64 58 62 61 68 66 62 60

第五小学校 394 424 333 321 293 312 305 345 331 312 302

第六小学校 381 351 272 262 239 255 249 281 270 255 247

第七小学校 208 190 144 139 127 135 132 149 143 135 131

第八小学校 681 558 456 440 401 427 418 472 453 427 414

第九小学校 231 217 207 200 182 194 190 214 206 194 188

第十小学校 606 547 603 581 530 564 553 624 600 564 548

美園小学校 535 490 435 419 382 407 399 450 432 407 395

小学校計 4,633 4,083 3,726 3,592 3,276 3,488 3,417 3,855 3,704 3,488 3,384
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中学校 

 

 

 

※児童数・生徒数の推計 2020 年までは教育委員会資料による確定値。 

2025 年以降は、小学生については 5～9 歳人口、中学生については

10～14 歳人口の推計を元に減少率を計算し、小学生計、中学生計

を算出。それを現在の各学校の児童数・生徒数比率に合わせ按分し、

各学校の児童数・生徒数を算出。 

※学級数の推計  

 

2020 年までは教育委員会資料による確定値。 

2025 年以降は、上記推計にて算出した学校毎の児童数・生徒数に

ついて、現状の学年ごとの児童/生徒比率に合わせ按分し、1 学年

あたりの人数を算出。その数を下記の学級定義を元に集計。 
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※参考として、社人研推計準拠（灰色）を併記

中学校学級数の推計

年 2010 2015 2020 2025 2030 2035 2040 2045 2050 2055 2060

第一中学校 13 15 12 10 10 9 9 9 10 10 9

第二中学校 12 11 9 6 6 5 6 6 6 6 6

第三中学校 13 16 10 9 8 7 8 8 8 8 8

第四中学校 16 19 15 13 12 11 12 11 12 12 12

多々良中学校 14 14 12 9 9 8 9 8 9 9 9

中学校計 68 75 58 47 45 40 44 42 45 45 44

中学校生徒数の推計

年 2010 2015 2020 2025 2030 2035 2040 2045 2050 2055 2060

第一中学校 457 468 438 402 383 349 372 364 411 395 372

第二中学校 390 327 263 241 230 209 223 219 247 237 223

第三中学校 439 471 373 342 326 297 316 310 350 336 316

第四中学校 529 551 556 510 486 443 472 462 522 501 472

多々良中学校 463 447 401 368 350 319 340 333 376 361 340

中学校計 2,278 2,264 2,031 1,865 1,774 1,618 1,723 1,688 1,905 1,830 1,723

学
級
数 

年 
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小学校 1～2 年生: 30 人/学級 

※1・2 年生それぞれが 1 桁の人数になった場合、複式学級とする

（1・2 年合同クラス） 

小学校 3～4 年生: 35 人/学級 

※3・4 年生それぞれが 1 桁の人数になった場合、複式学級とする

（3・4 年合同クラス） 

小学校 5～6 年生: 40 人/学級 

※5・6 年生それぞれが 1 桁の人数になった場合、複式学級とする

（5・6 年合同クラス） 

中学校: 40 人/学級 

 

小学校の学級数については、社人研推計をもとにした試算によると 2060 年には 80学

級まで減少するとの予測に対し、本市の将来展望をもとにした試算によると、学級数は

129 学級に維持されるなど、社人研推計をもとにした試算に比べ約 2 倍の学級数が見込

まれます。 

同様に中学校についても、本市の将来展望をもとにした試算によると、2060 年の時

点で学級数は 44学級と、社人研推計を基にした試算に比べ学級数に差が現れています。 
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※地域経済規模 館林市民の１人当たり所得額を「平成２４年度市町村民経済計算」

にて参照、その金額に総人口を掛け合わせて算出。 

 

社人研推計の試算によると 2060 年には経済規模が 1,500 億円を下回るとの予測です

が、本市の将来展望が達成された場合には約 1,700 億円と、地域経済の活力低下への歯

止めもかかります。 
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※市民税推計 2010 年時点の館林市民１人あたりの市民税額をもとに、その金額に総

人口を掛け合わせて算出。 

 

市民税収入においても、社人研推計準拠の試算では 2060 年に約 27 億円という予測で

すが、将来展望が達成された場合は約 32 億円の税収となり、現在から約 3 割の減少に

とどまる見込みです。 

 

  

市
民
税
収
入 

税収（市民税）への影響 （５）－４ 
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※参考として、社人研推計準拠（灰色）を併記
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まとめ 

人口減少は、日本全体の長きにわたる産業構造や出生率の変遷の中で生じた全国共通

の課題であり、多種多様な分野にまたがる極めて大きな問題であることから、一朝一夕

にその流れを変えることは容易ではありません。 

仮にこのままのペースで人口減少が進行していくと、国立社会保障・人口問題研究所

の推計では、2060年に本市の総人口は46,000人程度にまで減少するという状況になり、

社会保障や地域経済の縮小など、さまざまな影響が私たちの生活に及ぶことになります。 

しかしながら、人口減少による影響を最小限に食い止め、進行する少子化と高齢化を

少しでも改善・緩和していくことにより、持続可能な未来は今からでも創っていくこと

ができます。 

人口減少はまったなしの課題です。本市の恵まれた自然環境の中で、暮らしやすさに

満足感が得られる地域社会を創っていくためには、自ら考え、自ら行動する自発的な地

域づくりが重要であり、地域の未来に希望を持ち、地域での心豊かな暮らしを次の世代

へと受け継いでいくために、一丸となって地道に、前向きに取り組んでいくことが必要

です。 
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第二章 

総合戦略 

つつじが岡公園 
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Ⅰ 基本方針 
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１ 国の「総合戦略」との関係 

国の総合戦略の基本的な考え方や政策 5原則等を踏まえ、本市における「人口減少と

地域経済縮小の克服」、「まち・ひと・しごとの創生と好循環の確立」を目指します。 

   

○国の総合戦略の基本的な考え方 

① 地方における安定した雇用を創出する 

② 地方への新しい人の流れをつくる 

③ 若い世代の結婚・出産・子育ての希望をかなえる 

④ 時代に合った地域をつくり、安心なくらしを守るとともに、地域と地域を連携する  

○政策 5 原則 

自立性： 一過性の対症療法的なものにとどまらず、構造的な問題に対処し、地

方自治体・民間事業者・個人等の自立につながるようにする。 

将来性： 地方が自主的かつ主体的に、夢を持って前向きに取組むことを支援す

る施策に重点を置く。  

地域性： 各地域は客観的データに基づき実状分析や将来予測を行い、地方版の

総合戦略を策定・推進し、国は利用者側の視点に立って支援を行う。 

直接性： 限られた財源や時間の中で最大限の成果を上げるため、ひと・しごと

の創出とまちづくりを直接的に支援する施策を集中的に実施。 

結果重視： 明確な PDCA メカニズムの下に、短期・中長期の具体的な数値目標を設

定し、効果を客観的な指標により検証し、改善を行う。 

 

２「館林市第五次総合計画」との関係 

館林市第五次総合計画は、より豊かな市民生活の実現に向けたまちづくりを進めてい

くための総合的な指針であり、本市が策定するすべての計画の最上位計画であります。

よって、今回の総合戦略はこの計画に沿ったものになっています。 
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３ 戦略の期間 

総合戦略は、館林市人口ビジョンが示す人口の将来展望を踏まえ、平成 27 年度を初

年度とする今後 6か年の戦略として策定しました。 

 

戦略の期間：平成 27 年度～令和 2年度（6か年） 

 

 

４ 基本目標の設定と策定体制 

戦略の策定にあたっては、庁内（庁議、まち・ひと・しごと連絡会議）や産・官・学・

金・労・言で組織された「まち・ひと・しごと創生懇談会」、総合計画審議会などに幅

広く意見を伺ったほか、市議会や市職員若手グループ、市民団体などからも提言があり

ました。 

それらの意見などを参考に、国の総合戦略が示す 4つの基本的な考え方を踏まえ、本

市における 6年後の成果指標と目標値を定めました。また、この基本目標の実現に向け、

講ずべき施策に関する基本的方向と具体的な施策を記載し、施策の効果を客観的に検証

できる指標（重要業績評価指標：KPI）を定めました。 

 

５ 戦略のフォローアップ 

本市の総合計画との整合を図るとともに、平成 27 年の国勢調査の結果や各種意向調

査の結果を加味し、定期的に取組内容を検証・改善する仕組み（PDCA サイクル）を確

立します。 

なお、検証にあたっては、有識者や専門機関等によって組織された検証機関を立ち上

げます。 
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６ SWOT 分析 

本市の強み（Strong）・弱み（Weakness)・機会（Opportunity)・脅威（Threat)につ

いて、市民アンケートや市職員若手グループにて調査を実施。この結果についても総合

戦略の施策に反映しました。 

 

 内部環境 外部環境 

良影響 

Strong（強み） 

 

災害が少ない／豊かな自然 

東京に近い／暮らしやすい 

食品企業が多い／農作物が豊富 

Opportunity(機会） 

 

ベッドタウン／食文化 

企業誘致／空き家利活用 

地場産品のブランド化 

悪影響 

Weakness(弱み） 

 

夏の暑さ／医療機関が少ない 

若者が集える場が少ない 

２次交通の便が悪い 

Threat(脅威） 

 

少子高齢化／若年層の流出 

まちなかの空洞化／行政依存 

コミュニティの希薄化 

 

 

７ 特徴を生かした住民満足度の高い戦略の展開 

本市は、群馬県の東南部、関東地方のほぼ中央に位置しており、東京まで約 70 ㎞と、

県内で最も東京に近く、東北自動車道や東武鉄道により約１時間でアクセスできます。 

また、生活圏内（車で 30 分圏内）には、周辺自治体も含め、複数の総合病院や大型

ショッピングモールなどがあり、住民にとって利便性の高い地域といえます。 

さらに、城沼や多々良沼、近藤沼、茂林寺沼といった池沼があり、多様な動植物の生

息地となっているほか、ツツジや花ハスをはじめとした豊かな自然環境に恵まれています。  

これらの地理的優位性や豊富な資源を生かし、住民が住んでいてよかったと思える満

足度の高い戦略を展開していきます。 

  



 

70 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

Ⅱ 今後の施策の方向 
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１ 戦略の基本目標 

国の総合戦略及び館林市人口ビジョンを踏まえ、基本目標を次のとおり定めます。 

 

 

基本目標１ 

地方における安定した雇用を創出する 

 

 

基本目標２ 

地方への新しい人の流れをつくる 

 

 

基本目標３ 

若い世代の結婚・出産・子育ての希望をかなえる 

 

 

基本目標４ 

時代に合った地域をつくり、安心なくらしを守るとともに、 

地域と地域を連携する 
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２ 施策及び取り組み 

基本目標 １ 地方における安定した雇用を創出する 

■ 課題分析 

「館林市人口ビジョン」では、本市の人口移動の状況について、高校卒業に伴う進学

または就職によるものと推察される転出者が、卒業後に本市へ転入する数を上回ってお

り、これらは、一旦、進学した者が卒業後に本市に戻ってこないことが考えられます。

その要因のひとつに、本市に居住しながら勤務できる企業が十分にない、魅力ある職種

が少ないことが挙げられます。 

 

■ 対策 

産業振興等による新たな雇用を創出し、市外への転出を抑えるとともに、市外からの

新たな人の流れを生み出すことで、「しごと」と「ひと」の好循環を作り出し、持続可

能な「まち」の活性化を図っていくものとします。 

総合戦略では、「産業振興」をひとつの大きな原動力として、子どもや若者が明るい

未来を描くことができる希望に満ちた「活力あるまち」を創造します。 

 

■ 講ずべき施策に関する基本的方向 

本市では、「館林市第五次総合計画」に基づき、「出会いと交流のある元気で活力のあ

るまち」を目指し、様々な面から産業振興の取組みを進めています。総合戦略において

は、これらの取組みを強化・拡充するとともに、社会環境の変化に柔軟に対応しながら、

創業前から事業拡大までの様々な事業ステージに応じた切れ目のない支援を行います。 

 

成果指標 基準値 目標値 

民営事業所従業者数 

［出典：経済センサス］ 
33,512 人（H24 年度） 33,000 人（R2 年度） 

民営の事業所に勤める従業者数。 
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農産物のブランド化や６次産業を推し進めることにより、経営基盤の安定に向けた農

産物の高付加価値化や収益性の高い農産物の産地化及び販路の拡大を図り、農業法人に

よる経営や新たな担い手の育成を支援し、農業の振興を目指します。 

 

1 館林ブランドの農産物の開発 

本市の新たな農産物の開発や 6次産業化を推進し、経営基盤の安定に向けた農産物の

高付加価値化や収益性の高い農産物の産地化により販路の拡大を図ります。 

2 品質・認知度の向上 

農産物の品質向上を図るとともに、館林ブランドの市内外への PR を積極的に行い、

販路の拡大を図ります。 

3 新規就農者支援 

新規就農者を支援し、農業の担い手を育成します。 

 

重要業績評価指標（KPI) 基準値 目標値 

認定農業者数 

［出典：農業振興課］ 
185 経営体（H26 年度） 260 経営体（R2年度） 

農業経営改善計画の認定を受けた農業者数。 

農用地利用集積面積 

［出典：農業委員会］ 
685.1ha（H26 年度） 870ha（R2 年度） 

効率的かつ安定的な農業経営を営む農業者に対して、利用が集積された農地の面積。 

 

 

 

  

基本目標１ 地方における安定した雇用を創出する 

基本的方向① 農産物の付加価値化や農業の担い手確保による農業振興 
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直接的な雇用創出につながる企業誘致を進めるとともに、市内の地元企業の持続的な

経営と発展を支援し、経済の活性化と雇用の増大を目指します。 

 

1 企業誘致 

本市は東北自動車道のインターチェンジがあり、東京圏や東北地方へのアクセスに恵

まれ、水資源が豊富であることなどから、食品製造業を中心に多くの企業が操業してい

ます。この立地条件を生かし、新たな工業団地の開発に取り組むほか、遊休工場用地な

どを活用した企業誘致に取り組み、雇用の拡大と経済の活性化を図ります。 

2 地元企業への支援 

安定した雇用が増大し、経済が活性化するためには、何よりも企業が元気に操業を続

けることが大切です。地元企業に経済的・技術的支援を実施し、地元企業の経営状態の

向上を図り、活気あるまちづくりを目指します。 

3 雇用安定支援 

雇用形態の多様化が進むなか、市内の企業が女性や若者などを積極的に雇用し、かつ

労働者が安定した雇用形態で働くことができる環境作りを推進します。 

 

重要業績評価指標（KPI) 基準値 目標値 

企業立地件数 

［出典：工場立地動向調査］ 
2 件（H26 年度） 累計 10 件（H27～R2 年度） 

製造業等の工場又は事業場を建設する目的を持った 1,000 ㎡以上の用地の取得件数。 

事業所数 

製造業 

小売業・卸売業 

［出典：経済センサス］ 

496 事業所（H24 年度） 

951 事業所（H24 年度） 

496 事業所（R2年度） 

951 事業所（R2年度） 

市内の製造業、小売業・卸売業を営む事業所及び商店数。 

有効求人倍率 

（ハローワーク館林管内） 

［出典：ﾊﾛｰﾜｰｸ業務月報］ 

1.08 倍（H26 年度） 1.10 倍（R2 年度） 

求職者に対する求人数の比率。 

 

【長期的な検討事項】 

本社機能や大学、研究機関、国の施設等の誘致 

首都圏への交通利便性や災害の少なさなどの地理的優位性を生かし、企業の本社機能

や大学、研究機関、国の施設等の誘致について可能性を調査し、対応を進めます。 

基本的方向② 企業誘致の促進や地元企業への経営支援 

基本目標１ 地方における安定した雇用を創出する 
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ものづくり技術の承継、農商工連携による産業の振興を推進するとともに、起業・創

業等の取組みを支援し、雇用の創出と地域活性化を図ります。 

 

1 創業希望者への講習会の実施 

創業希望者に対して、創業までの基礎的な知識を示し、創業の支援を実施することに

よる雇用の拡大と経済の活性化を図ります。 

2 創業者への資金援助 

改装費や家賃等について補助金や借入金の利子を補給することにより、創業時の支援

を行い、経営の継続や安定化を図ります。 

3 若者への仕事の承継 

ものづくりや市内企業の仕事について、若者が楽しく体験できる事業を実施し、地域

企業の認知度を向上させるとともに、将来的に学生の地元就職を促します。 

4 空き店舗の利活用の促進 

空き店舗のうち利活用が可能な物件について、創業希望者へ情報提供することによ

り、創業への支援を実施し、まちなかの賑わいの創出と経済の活性化を図ります。 

 

重要業績評価指標（KPI) 基準値 目標値 

従業員一人当たりの 

付加価値額 

［出典：経済センサス］ 

1,168 万円（H26 年度） 1,205 万円（R2年度） 

労働者一人当たりにつき、どれだけの付加価値を生み出したかどうかを測る尺度。 

創業塾受講後の市内起業件数 

「出典：商工課」 
1 件（H26 年度） 累計 18 件（H27～R2 年度） 

創業塾を受講した方が市内で起業した数。 

空き店舗の利活用件数 

[出典：商工課] 
1 件（H26 年度） 累計 15 件（H27～R2 年度） 

利用可能な空き店舗を利活用した件数。 

 

【長期的な検討事項】 

屋台村・食のイベント会場の設置 

館林駅西口広場などに非常設型の屋台を集め活性化を図るなど、参加店舗が自主的に

イベントを実施する機会を検討します。  

基本的方向③ 産業の振興と創業支援 

基本目標１ 地方における安定した雇用を創出する 
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本市は、世界に誇るつつじの名所「つつじが岡公園」や分福茶釜で有名な「茂林寺」

等の観光資源が豊富にあり、国内外の観光客の更なる増加を図ることにより、観光産業

の振興を目指します。また、魅力ある土産品の創出を図り販売額向上を図ります。 

 

1 つつじが岡公園や各観光地の整備 

本市に点在する豊かな観光資源について、それぞれ整備するとともに観光ルートの提

供等により観光資源と観光資源をつなぎます。 

2 つつじが岡公園や各観光地のＰＲ活動の推進 

つつじが岡公園のほか、多々良沼周辺・茂林寺周辺・近藤沼周辺、歴史の小径につい

て、市内外の観光者が訪れたくなるような環境整備と PR を実施することにより、四季

を通して誘客できるまちを目指します。 

3 外国人観光客の増加への取り組み 

ますます増えてくると予想される外国人観光客を対象に、海外に向けた観光情報発信

や案内板や観光ガイド、各種パンフレットの多言語対応や Wi-Fi 環境の整備を進め、イ

ンバウンド観光による観光産業の活性化につなげます。 

4 魅力ある土産品の創出 

市内に数ある土産品に加え、新たな魅力ある土産品の創出を図るとともに、市内の土

産物を一括して取り扱う店舗を設けることによって、土産品の売り上げ向上を図るとと

もに館林の認知度向上とリピーターの増加を目指します。 

 

重要業績評価指標（KPI) 基準値 目標値 

観光入込客数 

［出典：観光入込客数調査］ 
1,639,517 人（H26 年度） 1,800,000 人（R2 年度） 

年間を通して花まつりや主な観光施設を訪れた観光客数。 

土産品認定数 

[出典：館林市] 
―（H26 年度） 累計 10品（H28～R2 年度） 

本市が推奨品として認定した土産品の数。 

 

【長期的な検討事項】 

道の駅の設置検討 

地域の活性化や賑わいを創出し交流人口の増加とともに、地場産業の活性化を図るた

めに、既存の農産物直売所の条件整備や道路利用者の休憩機能等を検討します。 

基本的方向④ 観光産業の振興と交流人口の増大 

基本目標１ 地方における安定した雇用を創出する 
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基本目標 ２ 地方への新しい人の流れをつくる 

 

■ 課題分析 

「館林市人口ビジョン」では、本市の人口移動の状況について、東京圏への人口流出

による人口減少(特に若年層）が著しい状況となっています。若年層の人口が減少する

ことにより、生産年齢人口が減少し、経済規模の縮小が懸念されます。 

 

■ 対策 

交流人口を増やすとともに、「住みやすいまち・館林」の生活環境を整備し、情報発

信力の強化と受け入れ体制の整備を進め、移住・定住者の増進を図ります。 

 

■ 講ずべき施策に関する基本的方向 

本市では、「館林市第五次総合計画」において、「便利で快適な住みやすいまち」「出

会いと交流のある元気で活力のあるまち」を目指し、農業や食品産業等の「食」の産業、

そして、豊かな自然や地理的優位性などの強みや魅力を生かしたまちづくりを進めてい

ます。総合戦略においては、これらの取組みを強化・拡充するとともに、本市の魅力を

市内外にアピールし、本市への移住・定住希望者を増やし、受け入れを進めます。 

 

成果指標 基準値 目標値 

社会増減数 

［出典：住民基本台帳人口

移動報告］ 

△265 人（H25 年） △155 人（R2 年） 

本市への転入数から市外への転出数を差し引いた数。 
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本市は豊かな自然に囲まれ、米や野菜等多くの農産物が作られています。また、小麦

が多く取れたことから、うどんをはじめとした「小麦粉」の食文化が発展していること

や、食品会社の工場も市内に数多くあるため「食」のまちとしての魅力の PR を図り、

市外からの交流人口を増やします。 

 

1 農業ツーリズムの推進 

市内の休耕地などを利用し、都心に住む子育て世帯を対象に家庭菜園用の農園を貸し

出し、週末に本市に来てもらうことにより交流人口の増加を促し、将来的な移住者の増

加を図ります。 

2 「食」のイベントの開催 

本市では、「麺－1 グランプリ」や「激辛・激甘・激冷・グルメ総選挙」等の「食」

のイベントが開催されており、好評を得ています。そのため、既存のイベントの発展と

ともに、新たな「食」のイベントの実施を検討し、交流人口増加を図ります。 

3 「食」の観光化 

本市は農業が盛んであるとともに食品工場が多く、そのことを背景とした「食」のま

ちとしての観光化を図ります。農業体験や工場見学等を組み合わせたコースの構築によ

り、多くの観光者の誘致を目指します。 

 

重要業績評価指標（KPI) 基準値 目標値 

新たな食イベントの実施 

［出典：館林市］ 
― 回（H26 年度） 累計１事業（H27～R2 年度） 

本市で新たに開催する食のイベント数。 

食のイベント（麺-１グラン

プリ）入場者数 

［出典：商工会議所］ 

65,000 人（H26 年度） 90,000 人（R2 年度） 

麺－１グランプリの入場者数。 

  

基本的方向① 館林の「食」文化の魅力発信 

基本目標２ 地方への新しい人の流れをつくる 
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館林市の魅力を市内外に PR することにより、市民の郷土愛（シビックプライド）を

高めると同時に、市外からの移住者・定住者の増加を図ります。 

 

1 東京圏居住者への情報発信 

東京都にある「ぐんまちゃん家」や「ぐんま暮らし支援センター」等で東京圏に居住

する人を対象に本市の PR を積極的に実施し、移住者・定住者の増加を図ります。 

2 市内や周辺居住者への情報発信 

本市の広報紙やホームページだけでなく、ケーブルテレビやその他メディアを通し

て、本市の魅力を積極的に発信し、「住んでて良かった館林」という郷土愛（シビック

プライド）の向上を図ります。 

 

重要業績評価指標（KPI) 基準値 目標値 

東京都での PR 活動回数 

［出典：館林市］ 
― 回（H26 年度） 10 回（R2 年度） 

主に東京圏で行う移住・定住に関する PR活動回数。 

移住定住の相談人数 

［出典：館林市］ 
― 人（H26 年度） 70 人（R2 年度） 

東京圏での移住相談会や本市窓口での移住・定住に関する相談人数。 

ふるさと納税件数 

［出典：財政課］ 
10 件（H26 年度） 2,000 件（R2 年度） 

本市へのふるさと納税の件数。 

 

  

基本的方向② シティプロモーションの推進 

基本目標２ 地方への新しい人の流れをつくる 
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本市は豊かな自然に囲まれていると同時に、東武鉄道や東北自動車道により東京圏へ

のアクセスが便利であるため、東京圏へのベッドタウンとしての機能も果たしています。

そのことから、「移住・定住」を希望する人への情報提供や居住の支援を進め、若者を

中心とした移住者・定住者の増加を図ります。 

 

1 移住・定住の相談体制の整備と情報発信 

本市への移住・定住を促進するため、移住・定住の情報の一元化や窓口のワンストッ

プ化を図り、移住希望者が相談しやすい受け入れ体制の整備と情報発信を進めます。 

2 U・I・J ターンの促進 

大学進学時に東京圏へ転出した若者がそのまま就職し、本市へ戻ってくるケースが少

なくなっているため、市外（特に東京圏）に転出した若年層をターゲットとした Uター

ンの促進を図ります。また、今まで本市に住んだことがない人に対して、本市の魅力を

PR し、移住・定住につなげます。 

3 空き家の利活用の促進 

年々増えていく空き家の問題に対して、居住可能な物件を調査し、入居を希望する転

入者と所有者のマッチングを実施します。さらに、リフォームの助成や家賃の助成等の

支援をし、空き家の利活用を図るとともに移住者・定住者の増加を目指します。 

 

重要業績評価指標（KPI) 基準値 目標値 

３世代同居等の支援により

移住した人数 

［出典：館林市］ 

― 人（H26 年度） 累計 40 人（H28～R2 年度） 

３世代同居等の支援により、子世帯が市外から転入し親世帯と同居した、又は新築し

同居した人数。 

市公式ツイッターのフォロ

ワー数 

［出典：秘書課］ 

550 人（H29 年度） 2000 人（R2 年度） 

本市のさまざまな情報や市長コラムなどを配信するツイッターの登録者数。 

利活用可能な空き家の 

利活用割合 

[出典：館林市] 

― ％（H26 年度） 20％（R2 年度） 

利活用可能と判断された空き家のうち、利活用を行った割合。 

 

基本的方向③ 「移住・定住」の促進 

基本目標２ 地方への新しい人の流れをつくる 
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基本目標 ３ 若い世代の結婚・出産・子育ての希望をかなえる 

 

■ 課題分析 

「館林市人口ビジョン」では、若年層の人口減少が目立つとともに、合計特殊出生率

の低下が課題とされています。 

その背景には、未婚化や晩婚化による出生数の減少や、結婚による女性の転出が推察

され、これらの問題は本市の将来の人口に直接的に影響を与えると考えられます。 

  

■ 対策 

若年層を中心とした早期結婚の支援や出産(産前・産後）、子育て支援を強化し、本市

の合計特殊出生率を向上させます。 

 

■ 講ずべき施策に関する基本的方向 

本市では、「館林市第五次総合計画」及び「館林市子ども・子育て支援事業計画」に

基づき、「子どもたちが健やかに成長できるまち」を目指し、様々な面から子育て支援

の取組みを進めています。 

総合戦略においては、これらの取組みを強化・拡充するとともに、結婚や出産(産前・

産後）・子育ての支援を継続的に行います。 

 

成果指標 基準値 目標値 

合計特殊出生率 

［出典：群馬県人口動態調査］
1.45（H26 年度） 1.55（R2 年度） 

一人の女性が生涯に産む子どもの人数。15～49 歳までの女性の年齢別出生率の合計。 

婚姻数 

［出典：群馬県人口動態調査］
352 件（H26 年度） 360 件（R2 年度） 

本市に婚姻届を提出し、婚姻が認められた件数。 
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本市の合計特殊出生率の低下要因のひとつに、未婚化や晩婚化が挙げられます。その

ため、出会いから結婚までの各ステージにおける支援を実施し、結婚を希望する人への

支援を促進します。 

 

1 マナーアップ講習会 

社会人としてのマナーや異性と付き合うにあたってのマナー等の講習会を開催し、異

性と積極的に接することができる自信を持たせることにより、出会いの数が増えるよう

支援します。 

2 婚活事業の推進 

市内の観光資源やまちなかの商店等を利用した男女参加のイベントを開催し、結婚の

前提となる「出会い」を支援します。また、本市のみでなく両毛広域等の広域連携での

実施や結婚式場とのタイアップ等も図り、成婚数の増加に加えて出生数の増加を目指し

ます。 

  

重要業績評価指標（KPI) 基準値 目標値 

婚活マナー講習会参加者 

［出典：館林市］ 
― 人（H26 年度） 累計 200 人（H28～R2 年度） 

婚活マナー講習会に参加した人数。 

婚活イベント参加者数 

［出典：館林市］ 
― 人（H26 年度） 累計 400 人（H28～R2 年度） 

婚活イベントに参加した人数。 

婚活イベントによる成婚数 

［出典：館林市］ 
― 件（H26 年度） 累計 20 件（H28～R2 年度） 

婚活イベントをきっかけに成婚した件数。 

 

  

基本的方向① 結婚を希望する人への支援 

基本目標３ 若い世代の結婚・出産・子育ての希望をかなえる 



 

83 

 

 

 

  

妊娠・出産を希望する方へ産前から産後までの切れ目ない支援を実施します。 

 

1 妊娠・出産の包括支援 

母子保健コーディネーターの配置とともに、保健師・助産師・看護師等による相談支

援、シニア世代による支援、産前産後サポーターによる家事援助、必要な情報を配信す

るサービス等により妊産婦を支援します。また、産後ケア事業によって出産直後の産婦

の健康面の悩みや育児への不安を軽減し、心身のケアや休養等の支援を行い、安心して

産み育てられるまちづくりを推進するための環境を整備します。 

2 コミュニティの形成 

妊娠時や出産後の母子の情報交換の場や憩いの場となるようなコミュニティ等の環

境を整備します。 

3 不妊・不育治療の支援 

妊娠を望むものの子宝に恵まれない夫婦に対し、不妊症治療（男女）や不育症治療の

助成を実施し、出産の支援を図ります。 

 

重要業績評価指標（KPI) 基準値 目標値 

子育て支援モバイルサービ

ス登録率 

［出典：健康推進課］ 

41.9 ％（H29 年度） 80％（R2 年度） 

妊娠中から子育て期に関するさまざまな情報を配信するモバイルサービスの登録者。 

出生数 

［出典：住民基本台帳関係

年報調査票］ 

569 人（H26 年度） 620 人（R2 年度） 

１年間に本市で生まれた子どもの数。 

 

【長期的な検討事項】 

母子総合センターの建設 

妊娠から子育てまでの各ライフステージに沿った多様な相談に対応するほか、産前・

産後サポート事業や産後ケア事業などを１か所で実施できる施設の設置を検討します。 

 

医師の確保 

本市において不足している産科・小児科等の医師確保を図るとともに、新病院等の 

誘致について研究し、支援制度等について検討します。  

基本的方向② 妊娠・出産を希望する人への支援 

基本目標３ 若い世代の結婚・出産・子育ての希望をかなえる 
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子育てへの悩みやストレスを軽減するとともに、経済的支援を実施します。また、コ

ミュニティの形成等、子育てしやすい環境作りを推進します。 

 

1 コミュニティの形成【再掲】 

妊娠時や出産後の母子の情報交換の場や憩いの場となるようなコミュニティ等の環

境を整備します。 

2 地域における子育て支援の充実 

地域の中で相互に助け合える環境づくりや、病児・病後児保育の支援及び地域医療圏

の連携・協力体制の強化により、安心して子どもを育てることができるまちづくりを目

指します。また、生活に困窮した世帯の子どもを対象に、関係機関と連携し、早期から

の学習習慣を身につけることで進学につながるよう支援を行います。 

3 予防接種の助成 

任意接種の予防注射に対して助成することにより、子育て世帯の経済的支援を図ると

ともに、乳幼児に対して感染症の予防と重症化防止を促進します。 

 

重要業績評価指標（KPI) 基準値 目標値 

ファミリー・サポート・セ

ンター事業活動件数 

［出典：「市民生活と福祉」］ 

183 件（H26 年度） 1200 件（R2 年度） 

ファミリー・サポート・センターの利用件数。 

病児・病後児保育事業の利

用児童数 

［出典：「市民生活と福祉」］ 

404 人（H26 年度） 1,100 人（R2 年度） 

病児・病後児保育事業を利用した児童数。 

 

【長期的な検討事項】 

特色ある教育の推進 

外国語教育に力を注ぐため、ALT だけでなく、本市に在住する外国人ボランティアを

活用するなど、様々な検討を行います。  

基本的方向③ 子育て支援 

基本目標３ 若い世代の結婚・出産・子育ての希望をかなえる 
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基本目標 ４ 時代に合った地域をつくり、安心なくらしを 

守るとともに、地域と地域を連携する 

 

■ 課題分析 

「館林市人口ビジョン」では、本市の人口は減少傾向にあり、国の推計でも 2060 年

に約 46,000 人まで減少すると予測されています。人口減少に歯止めをかけるための積

極的な戦略の展開と同時に、人口減少に対応できるための調整的戦略も課題となってい

ます。 

 

■ 対策 

社会の変化に対応しつつ、地域間で連携するなど人口減少下においても市民が「住ん

でて良かった」と満足できる持続可能で安全・安心なまちづくりを進めます。 

 

■ 講ずべき施策に関する基本的方向 

本市では、「館林市第五次総合計画」に基づき、「より良好な環境の形成・保全と安全

安心なまち」「便利で快適な住みやすいまち」を目指し、様々な面から生活環境の整備、

危機管理体制の充実、暮らしやすいまちづくりへの取り組みを進めています。総合戦略

においては、地域間の連携や交通網の利便性を向上させるなど、人口減少下でも持続可

能で活力のあるまちを目指し、これらの取組みを強化・拡充します。 

 

成果指標 基準値 目標値 

住みよさランキング 

［出典：都市データパック

（東洋経済）］ 

273 位（H26 年版） 200 位以内（R2年版） 

それぞれの自治体について、「安心度」、「利便度」、「快適度」、「富裕度」、「住居水準充

実度」の 5つの観点で分類し、採用 15 指標について、それぞれ平均値を 50 とする偏差

値を算出、その単純平均を総合評価としてランキングしたもの。（平成 26年 4 月 1日時

点の全国 790 市及び東京 23 区） 
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人口減少社会においても持続可能な社会を目指していくために、館林邑楽地域や両毛

地域との広域的な連携をより一層強化し、行政事務の共同処理や施設の相互利用などを

さらに進めていきます。 

また、既存のインフラを活用しつつ、生活に必要なサービス機能などを集約したコン

パクトなまちづくりを推進するとともに、建物の長寿命化など将来を見据えた公共施設

のあり方について、様々な検討を行います。 

 

 

【長期的な検討事項】 

コンパクトシティの推進 

居住機能や医療・福祉・商業等を集約し、都市活動の利便性向上を図り、効率的で持

続可能な歩いて暮らせるまちづくりを検討します。 

 

  

1 公共施設等総合管理計画の策定 

公共施設の老朽化にともなう維持管理費の増大や人口減少時代への対策として、施設

の管理手法のあり方を再検討し、ストックマネジメントによる長寿命化や更新、統廃合

などを計画的に実施します。 

重要業績評価指標（KPI) 基準値 目標値 

公共施設等総合管理計画の

策定 

［出典：財政課］ 

― （H26 年度） 100％（R2 年度） 

公共施設等の利用や劣化の実態を把握し、今後の利用需要、人口減少社会を見据えた

長期的な視点により長寿命化・更新・統廃合などの指針となる計画。 

都市再生特別措置法に基づ

く立地適正化計画の策定 

［出典：都市計画課］ 

― （H26 年度） 100％（R2 年度） 

居住機能や医療・福祉・商業、公共交通等のさまざまな都市機能の誘導により、都市

全域を見渡したマスタープランの高度版となる計画。 

基本的方向① 社会変化に対応したまちづくり 

基本目標４ 時代に合った地域をつくり、安心なくらしを守るとともに、地域と地域を連携する  
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本市には、まちなかを中心に空き家や空き店舗が多く存在し、その中には倒壊の恐れ

がある建物もあります。そのため、実態調査を実施し、安全確認が取れ、利活用ができ

る建物については、移住者への提供や新規創業者の店舗利用等に活用し、空き家対策と

まちなかの活性化を目指します。 

 

1 空き家・空き店舗の実態調査 

空き家及び空き店舗の実態を調査することにより、状況を確認し、危険度や利活用の

可能性を把握すると同時に、空き家等対策計画を策定し、人口減少を踏まえた既存スト

ックのマネジメントを強化します。 

2 空き家の利活用の促進【再掲】 

年々増えていく空き家についての実態調査により居住可能な物件について、入居を希

望する転入者と所有者のマッチングを実施し、リフォームの助成や家賃の助成等の支援

をし、空き家の利活用を図るとともに移住者・定住者の増加を目指します。 

3 空き店舗の利活用の促進【再掲】 

空き店舗のうち利活用が可能な物件について、創業希望者へ情報提供することによ

り、創業への支援を実施し、まちなかの賑わいの創出と経済の活性化を図ります。 

 

重要業績評価指標（KPI) 基準値 目標値 

（再掲）利活用可能な 

空き家の利活用割合 

［出典：館林市］ 

― ％（H26 年度） 20％（R2 年度） 

利活用可能と判断された空き家のうち、利活用を行った割合。 

（再掲）空き店舗の 

利活用件数 

［出典：商工課］ 

1 件（H26 年度） 累計 15 件（H27～R2 年度） 

利用可能な空き店舗を利活用した件数。 

 

  

基本的方向② 空き家・空き店舗の利活用 

基本目標４ 時代に合った地域をつくり、安心なくらしを守るとともに、地域と地域を連携する  
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人と人との交流があり、活気あふれるまちを維持していくために、市民による自発的

な地域づくりなどの活動を支援します。 

また、本市に存在する東武鉄道 5駅のなかでも、特に利用者が多い館林駅については、

発着列車の増便等を要望し、東京圏へのアクセスをより便利にすることを目指します。 

さらに、市内を運行する路線バスについて、ダイヤ改正や路線の拡充を行うことによ

り、市民がより利用しやすい交通機関になることを目指します。 

 

1 半蔵門線の乗り入れ 

現在要望している地下鉄半蔵門線の久喜駅までの乗入れを、館林駅までの延長につい

て要望を継続し、東京圏への交通アクセスの利便性の向上を図ります。 

2 路線バスの拡充 

公共路線バスが「通勤・通学」や「通院・買物」等の日常生活において利用しやすく、

また、観光地などの地域と地域を結ぶ路線とダイヤ運行の見直しを図ります。 

 

重要業績評価指標（KPI) 基準値 目標値 

路線バスの年間利用者数 

［出典：安全安心課］ 
282,132 人（H26 年度） 300,000 人（R2 年度） 

一市四町広域公共路線バス８路線の利用者数。 

 

【長期的な検討事項】 

市民活動支援センター 

人々が集い、出会いや交流を通じて様々な課題や情報、解決手法などをみんなで共有

することができる拠点施設を整備し、市民活動によるまちづくりを促進します。 

 

  

基本的方向③ 活気があり利便性の高い生活圏の形成 

基本目標４ 時代に合った地域をつくり、安心なくらしを守るとともに、地域と地域を連携する  
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心身ともに健康でいきいきと暮らせるまちづくりのために、生涯スポーツ活動の推進

や生活習慣病の予防、疾病の早期発見のために検診を充実していきます。 

 

1 健康づくりの促進 

高齢化が進むなか、健康寿命を延ばすため、市民がスポーツ等を通して生きがいを持

ち、健康で活力ある生活を送れるよう、運動習慣の継続が可能となる環境整備や地域交

流の活性化を図ります。 

2 健診の充実 

疾病の早期発見・早期治療につなげるため、関係機関と連携を図りながら、健康診査

や各種がん検診の重要性を啓発し、受診率の向上を図ります。 

3 医療連携 

自治体や医療圏を越えた連携体制により医療に対する安全安心の確保を図ります。 

 

重要業績評価指標（KPI) 基準値 目標値 

「週１回以上運動する」 

スポーツ実施率 

［出典：スポーツ振興課］ 

46.9％（H26 年度） 60％（R2 年度） 

週１回以上スポーツに取り組んでいる人の割合。 

高齢者の就業割合 

［出典：国勢調査］ 
21.1％（H22 年度） 22％（R2 年度） 

65 歳以上の人口に占める就業者の割合。 

 

【長期的な検討事項】 

広域医療圏の連携強化 

医療資源の地域間格差を解消するため、自治体あるいは医療の圏域を超えた連携体制

をさらに強化し、住民の医療に対する満足度の向上を図ります。 

 

 

 

 

基本的方向④ 健康づくりの推進 

基本目標４ 時代に合った地域をつくり、安心なくらしを守るとともに、地域と地域を連携する  
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地震、洪水などの自然災害や火災など、様々な災害に迅速かつ的確に対応することが、

地方自治体にとって大きな課題となっています。 

少子高齢化に加え、人口が減少する社会において、市民の安心した生活を将来にわた

って守り続けるためには、近隣の自治体と連携して組織された消防組合を強化するとと

もに、地域ぐるみで防災力を高めることが重要となります。そのため、市民一人ひとり

の防災に対する意識と備えを高め、市民、地域、行政がそれぞれの役割を担い、自助、

共助、公助、一体となった体制づくりをさらに推進します。 

 

１ 自主防災体制の充実 

市民の防災に対する意識を高めるとともに、自主防災組織の担い手である防災士の育

成を推進します。また、防災訓練への市民の参加を促すなど、市民、地域や関係団体、

行政が一体となった地域防災の体制づくりを推進します。 

２ 防災拠点の整備と災害対策体制の充実 

利根川の氾濫や首都直下地震など、大規模災害時における広域的な救済活動が出来る

よう広域防災拠点を整備するとともに、消防施設を強化します。また、地域防災計画に

基づき、初動体制の明確化、情報伝達手段の強化、備蓄品の充実などに努め、被害を最

小限に食い止める災害対策の体制づくりを推進します。 

 

重要業績評価指標（KPI) 基準値 目標値 

自主防災組織のある行政区

の割合 

［出典：安全安心課］ 

87.9%（H26 年度） 100%（R2 年度） 

地域住民が自主的に防災活動に取り組む組織を結成している行政区の割合。 

防災士の資格取得者数 

（補助制度活用） 

［出典：安全安心課］ 

25 人（H26 年度） 65 人（R2 年度） 

本市の補助制度を活用して防災士の資格を取得した人数。 

 

 

 

  

基本的方向⑤ 地域連携による消防・防災の充実 

基本目標４ 時代に合った地域をつくり、安心なくらしを守るとともに、地域と地域を連携する  
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資 料 

多々良沼夕景 
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１ 策定体制 

 

 

 

総合戦略の策定及び推進に当たり、産業界・金融機関（商工会議所・農協・金融機関・

東武鉄道）等の関係者の意見を聴取。 

 

 

 

市民・教育機関等（大学教授、区長、民生委員、保育園関係者、企業の経営者等 36名）

で形成される総合計画審議会に総合戦略の策定に当たり、意見を聴取。 

 

 

 

館林市議会議員全員で形成した議会とは別に組織。総合戦略の策定に向けて、５回の

集会を開催した後、平成２７年７月２２日に市長に提言。 

 

 

 

まち・ひと・しごと創生に全庁横断的に取り組むため、市長を中心とした庁議に報告

するとともに、随時、関係課の課長で形成する連絡会議にて実務的な審議・検討を実施。 

 

 

 

若い世代（独身や子育て世代）の職員が自主的に結成。地方創生についての意見交換

を行い、具体的な施策や素案の審議・検討を実施。 

 

 

 

 

 

館林市まち・ひと・しごと創生懇談会 （１） 

館林市総合計画審議会 （２） 

館林市議会地方創生研究会 （３） 

庁内連絡会議 （４） 

市職員若手グループ （５） 
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２ 策定フレーム 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

市議会議員 
市議会議員全

員（20 名）によ

る研究会 

まちひとしごと創生 

懇談会 

 農協、商工会議所、

金融機関、鉄道会

社の 7 名により組織 

 

総合計画審議会 

第五次総合計画

審議会委員 36 名

により組織 

 
総合戦略 

１ 基本目標   

２ 目標達成に向けた基本的方向  

３ 政策分野ごとの具体的施策 

４ 客観的指標（KPI） 

 

 

国の提供する 

ビッグデータ 

まち・ひと・しごと 

連絡会議 

関係課の課長に 

より組織 

（必要に応じ増減） 

アンケート調査結果 

・一般市民 

（対象 2,000 人） 

・転入、転出者 

（市民課窓口にて） 

・子育て世代 

（保健センター・子育て

支援センター等にて） 

・学生（市内高校・短大） 

 

市職員若手 

グループ 

平均年齢 28 歳の 

職員 16 名により 

組織 

報告 

国の総合戦略を勘案 

総合計画との整合 

事 務 局 

「まちづくりを

考える研究グルー

プ」や「まちなか

市民会議」とも意

見交換 

市議会 庁 内 有識者 

市議会 

人口ビジョン 
 

 

～将来展望～ 

市長 

庁議 
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３ 策定経過 

年 月 日 会議等 概要 

 

 
1 月 22 日 まち・ひと・しごと連絡会議 

まち・ひと・しごと創生法について 

庁内体制について 

2 月 3 日 まち・ひと・しごと連絡会議 交付金について 

4 月 20 日 まち・ひと・しごと連絡会議 
経過について 

スケジュールについて 

5 月 14 日 市職員若手グループ意見交換会 概要説明・意見交換 

5 月 27 日 まち・ひと・しごと連絡会議 
人口ビジョンについて 

総合戦略事業案について 

6 月 8 日 
館林まちなか市民会議 

意見交換会 
概要説明・意見交換 

6 月 9 日 
館林まちづくりを考える 

研究グループ意見交換会 
概要説明・意見交換 

6 月 23 日 

市民アンケート（郵送分）発送 6 月 23 日から 7 月 17 日（25 日間） 

まち・ひと・しごと創生懇談会 概要説明・意見交換 

庁議 市民アンケートについて 

市職員若手グループ意見交換会 
人口ビジョンについて 

事業案について 

6 月 26 日 
群馬の未来創生に関わる 

意見交換会（群馬県・館林市） 
策定状況・意見交換等 

7 月 8 日 総合計画審議会 概要説明 

7 月 22 日 
市議会地方創生研究会 市長に提言書提出 

まち・ひと・しごと創生懇談会 人口動向・推計について 

7 月 30 日 
まち・ひと・しごと連絡会議 

人口ビジョンについて 

総合戦略について 

市職員若手グループ意見交換会 人口ビジョン素案について 

8 月 4 日 庁議 人口ビジョン素案について 

8 月 25 日 総合計画審議会 人口ビジョン素案について 

8 月 27 日 まち・ひと・しごと連絡会議 総合戦略事業案について 

8 月 31 日 まち・ひと・しごと創生懇談会 人口ビジョン素案について 

平
成
27
年 
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年 月 日 会議等 概要 

 9 月 17 日 庁議 総合戦略素案について 

9 月 18 日 総合計画審議会 総合戦略素案について 

9 月 25 日 市議会全員協議会 
人口ビジョン素案について 

総合戦略素案について 

10 月 14 日 まち・ひと・しごと創生懇談会 総合戦略素案について 

10 月 21 日 市職員若手グループ意見交換会 総合戦略素案について 

10 月 26 日 
まち・ひと・しごと創生 

人口ビジョン・総合戦略策定 

市長決定 

 

 

 

 

 

 

3 月 25 日 

まち・ひと・しごと創生 

人口ビジョン・総合戦略 

一部改訂（期間延長） 

市長決定 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

平
成
27
年 

令
和
2
年 
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４ 策定に向けた市民アンケート調査 

 

 

 

 市民の就職・結婚・子育て及び定住等、幅広い意向把握を行ったうえで、本市が今

後取り組むべきまちづくりの方向性などを導き、市民の意向を反映した館林版人口ビジ

ョン及び総合戦略の策定に役立てるため実施しました。 

 

 

 

①調査地域 館林市全域 

②調査対象 市内在住満 18 歳以上 65歳未満の男女 

③対 象 者 2,000 人 

④抽出方法 住民基本台帳より等間隔無作為抽出 

⑤調査期間 平成 27年 6 月 23 日～7 月 17 日（25 日間） 

⑥回収結果 回収者：1061 人 回収率：53.1％ 

 

 

 

①属性（性別、住まい、勤務状況等） 

  ②暮らしについて（定住意向等） 

  ③市のイメージ（強み・弱み、名所、行事等） 

④結婚意向（結婚または再婚の希望等）※独身者限定 

⑤転入関係（転入理由、満足度等）※転入経験者限定 

  ⑥進路意向（卒業後の進路、Ｕターン意向等）※学生限定 

 

 

 

  

 

 

 

調査の目的  １ 

調査の方法  ２ 

調査の項目  ３ 
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問 A あなたの性別を選んでください。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

問 B あなたの年齢を選んでください。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

調査の結果  ４ 

項目 度数 構成比

男 463 43.6%

女 578 54.5%

無回答 20 1.9%

合計 1,061 100.0%

男, 43.6%
女, 54.5%

無回答, 
1.9%

2.8%

9.0%

17.3%

26.3%

26.2%

17.1%

1.3%

0% 5% 10% 15% 20% 25% 30%

20歳未満

20歳～29歳

30歳～39歳

40歳～49歳

50歳～59歳

60歳以上

無回答

項目 度数 構成比

20歳未満 30 2.8%

20歳～29歳 95 9.0%

30歳～39歳 184 17.3%

40歳～49歳 279 26.3%

50歳～59歳 278 26.2%

60歳以上 181 17.1%

無回答 14 1.3%

合計 1,061 100.0%
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問 C あなたがお住まいの町名を教えてください。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

問 D あなたの職業を選んでください。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

18.9%

5.5%

3.9%

28.2%

3.9%

19.5%

5.9%

8.9%

5.4%

0% 10% 20% 30%

館林地区

郷谷地区

大島地区

六郷地区

三野谷地区

多々良地区

渡瀬地区

赤羽地区

無回答

項目 度数 構成比

館林地区 201 18.9%

郷谷地区 58 5.5%

大島地区 41 3.9%

六郷地区 299 28.2%

三野谷地区 41 3.9%

多々良地区 207 19.5%

渡瀬地区 63 5.9%

赤羽地区 94 8.9%

無回答 57 5.4%

合計 1,061 100.0%

34.6%

8.1%

6.2%

1.9%

20.4%

1.8%

11.8%

3.8%

7.0%

2.8%

1.7%

0% 10% 20% 30% 40%

会社員・会社役員

公務員・教員・団体職員

自営業

農業

パートタイマー・アルバイト

派遣社員

専業主婦（夫）

学生

無職

その他

無回答

項目 度数 構成比

会社員・会社役員 367 34.6%

公務員・教員・団体職員 86 8.1%

自営業 66 6.2%

農業 20 1.9%

パートタイマー・アルバイト 216 20.4%

派遣社員 19 1.8%

専業主婦（夫） 125 11.8%

学生 40 3.8%

無職 74 7.0%

その他 30 2.8%

無回答 18 1.7%

合計 1,061 100.0%
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問 E （職業をお持ちの方にお伺いします） 

   あなたの通勤先を選んでください。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

問 F あなたは館林市に通算して何年住んでいますか。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

8.8%

45.6%

5.0%

3.5%

3.9%

3.7%

4.6%

5.2%

1.1%

2.5%

3.7%

1.1%

5.8%

2.4%

1.6%

1.4%

0% 10% 20% 30% 40% 50%

自宅・同一敷地内

館林市内

板倉町

明和町

千代田町

大泉町

邑楽町

太田市

左記以外の群馬県内

足利市

佐野市

上記以外の栃木県内

埼玉県内

東京都内

その他

無回答

項目 度数 構成比

自宅・同一敷地内 71 8.8%

館林市内 367 45.6%

板倉町 40 5.0%

明和町 28 3.5%

千代田町 31 3.9%

大泉町 30 3.7%

邑楽町 37 4.6%

太田市 42 5.2%

左記以外の群馬県内 9 1.1%

足利市 20 2.5%

佐野市 30 3.7%

上記以外の栃木県内 9 1.1%

埼玉県内 47 5.8%

東京都内 19 2.4%

その他 13 1.6%

無回答 11 1.4%

回答者数 804 100.0%

非該当 257 －

合計 1,061 －

2.0%

5.0%

5.2%

15.6%

36.4%

34.6%

1.2%

0% 10% 20% 30% 40%

１年未満

１年以上５年未満

５年以上10年未満

10年以上20年未満

20年以上40年未満

40年以上

無回答

項目 度数 構成比

１年未満 21 2.0%

１年以上５年未満 53 5.0%

５年以上10年未満 55 5.2%

10年以上20年未満 166 15.6%

20年以上40年未満 386 36.4%

40年以上 367 34.6%

無回答 13 1.2%

合計 1,061 100.0%
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問 G （職業をお持ちの方・学生の方にお伺いします）  

あなたが通勤・通学で利用している交通手段を選んでください。 

※複数の交通手段を利用している場合は、最も利用時間の長いものを選択。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

問 H あなたが買い物で利用している交通手段を選んでください。 

※複数の交通手段を利用している場合は、最も利用時間の長いものを選択。 

 

 

  

75.1%

0.7%

5.8%

0.1%

0.5%

6.5%

4.2%

1.9%

5.3%

0% 20% 40% 60% 80%

車（自分で運転）

車（送迎・同乗）

鉄道

バス

バイク・原付

自転車

徒歩

その他

無回答

項目 度数 構成比

車（自分で運転） 647 75.1%

車（送迎・同乗） 6 0.7%

鉄道 50 5.8%

バス 1 0.1%

バイク・原付 4 0.5%

自転車 56 6.5%

徒歩 36 4.2%

その他 16 1.9%

無回答 46 5.3%

回答者数 862 100.0%

非該当 199 -

合計 1,061 -

86.4%

5.0%

0.4%

0.0%

0.3%

4.7%

0.8%

0.1%

2.3%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

車（自分で運転）

車（送迎・同乗）

鉄道

バス

バイク・原付

自転車

徒歩

その他

無回答

項目 度数 構成比

車（自分で運転） 917 86.4%

車（送迎・同乗） 53 5.0%

鉄道 4 0.4%

バス 0 0.0%

バイク・原付 3 0.3%

自転車 50 4.7%

徒歩 9 0.8%

その他 1 0.1%

無回答 24 2.3%

合計 1,061 100.0%
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【館林市での暮らしについてお伺いします】 

 

問 1 あなたは、これからも館林市に住み続けたいとお考えですか。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

問 2 （問 1 で「今の場所に住み続けたい」「館林市内の別の場所に移りたい」を選ん

だ方にお伺いします） 

館林市に住み続けると考えた時に、気になるものを選んでください。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

74.6%

8.2%

12.9%

2.7%

1.5%

0% 20% 40% 60% 80%

今の場所に住み続けたい

館林市内の別の場所に移りたい

館林市以外の地域に移りたい

すでに移る予定である

無回答

項目 度数 構成比

今の場所に住み続けたい 792 74.6%

館林市内の別の場所に移りたい 87 8.2%

館林市以外の地域に移りたい 137 12.9%

すでに移る予定である 29 2.7%

無回答 16 1.5%

合計 1,061 100.0%

42.9%

55.2%

16.8%

21.4%

17.9%

21.3%

8.8%

14.7%

28.7%

9.9%

7.1%

8.6%

2.6%

0.3%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60%

福祉や介護に関すること

病気や医療に関すること

出産や子育てに関すること

仕事に関すること

移動や交通に関すること

住まいや土地に関すること

教育に関すること

防災に関すること

買い物など日常生活に関すること

近所付き合いに関すること

スポーツや文化、娯楽に関すること

特に気になることはない

その他

無回答

項目 度数 構成比

福祉や介護に関すること 377 42.9%

病気や医療に関すること 485 55.2%

出産や子育てに関すること 148 16.8%

仕事に関すること 188 21.4%

移動や交通に関すること 157 17.9%

住まいや土地に関すること 187 21.3%

教育に関すること 77 8.8%

 防災に関すること 129 14.7%

買い物など日常生活に関すること 252 28.7%

近所付き合いに関すること 87 9.9%

スポーツや文化、娯楽に関すること 62 7.1%

 特に気になることはない 76 8.6%

その他 23 2.6%

無回答 3 0.3%

回答者数 879 -

非該当 182 -

合計 1,061 -
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問 3 （問 1 で「今の場所に住み続けたい」「市内の別の場所に移りたい」を選んだ

方にお伺いします） 

周りの知人・友人等に館林市へ移り住むことを勧めたいですか。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

問 4 （問 1で「館林市以外の地域に移りたい」を選んだ方にお伺いします） 

館林市以外の地域に移りたいと思った理由は次のうちどれですか。 

特にそう思うものを３つまで選んでください。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

10.5%

53.5%

27.2%

5.8%

3.1%

0% 20% 40% 60%

勧めたい

どちらかといえば勧めたい

どちらかといえば勧めたくない

勧めたくない

無回答

項目 度数 構成比

勧めたい 92 10.5%

どちらかといえば勧めたい 470 53.5%

どちらかといえば勧めたくない 239 27.2%

勧めたくない 51 5.8%

無回答 27 3.1%

回答者数 879 100.0%

非該当 182 －

合計 1,061 －

23.4%

9.5%

13.1%

12.4%

21.2%

5.8%

33.6%

8.0%

18.2%

13.1%

0.7%

13.1%

9.5%

9.5%

30.7%

0.0%

0% 10% 20% 30% 40%

働く場所が少ないから

都市基盤が不十分だから

隣近所の人間関係がわずらわしいから

通勤や通学に不便だから

買い物など日常生活が不便だから

希望の不動産物件が館林にないから

医療機関が不十分だから

教育環境が不十分だから

スポーツ施設・娯楽施設が少ないから

出産や子育ての環境が整っていないから

防災面で不安があるから

いずれ自分の出身地（市外）に帰るから

都会に住みたいから

特に理由はない

その他

無回答

項目 度数 構成比

働く場所が少ないから 32 23.4%

都市基盤が不十分だから 13 9.5%

隣近所の人間関係がわずらわしいから 18 13.1%

通勤や通学に不便だから 17 12.4%

買い物など日常生活が不便だから 29 21.2%

希望の不動産物件が館林にないから 8 5.8%

医療機関が不十分だから 46 33.6%

教育環境が不十分だから 11 8.0%

スポーツ施設・娯楽施設が少ないから 25 18.2%

出産や子育ての環境が整っていないから 18 13.1%

防災面で不安があるから 1 0.7%

いずれ自分の出身地（市外）に帰るから 18 13.1%

都会に住みたいから 13 9.5%

特に理由はない 13 9.5%

その他 42 30.7%

無回答 0 0.0%

回答者数 137 ‐

非該当 924 -

合計 1,061 -
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【館林市の強み・弱みについてお伺いします】 

 

問 5 館林市の強みについて、該当すると思うものは何ですか。 

    

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

問 6 館林市の弱みについて、該当すると思うものは何ですか。 

   

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

44.8%

7.5%

10.4%

66.7%

24.6%

23.3%

31.0%

13.9%

0.8%

1.0%

5.5%

4.9%

1.9%

0% 20% 40% 60% 80%

東京に近い

観光名所が多い

公園が多い

災害が少ない

夏の暑さの知名度

暮らしやすい

自然環境が豊か

地価が安い

コミュニティが充実している

医療が充実している

農産物が有名

その他

無回答

項目 度数 構成比

東京に近い 475 44.8%

観光名所が多い 80 7.5%

公園が多い 110 10.4%

災害が少ない 708 66.7%

夏の暑さの知名度 261 24.6%

暮らしやすい 247 23.3%

自然環境が豊か 329 31.0%

地価が安い 148 13.9%

コミュニティが充実している 8 0.8%

医療が充実している 11 1.0%

農産物が有名 58 5.5%

その他 52 4.9%

無回答 20 1.9%

回答者数 1,061 -

項目 度数 構成比

東京から遠い 121 11.4%

観光名所が少ない 312 29.4%

公園が少ない 64 6.0%

災害が多い 8 0.8%

夏の暑さ 746 70.3%

暮らしにくい 99 9.3%

自然が少ない 38 3.6%

地価が高い 34 3.2%

コミュニティが希薄 189 17.8%

医療機関が少ない 597 56.3%

有名な農作物が少ない 121 11.4%

その他 156 14.7%

無回答 14 1.3%

回答者数 1,061 -

11.4%

29.4%

6.0%

0.8%

70.3%

9.3%

3.6%

3.2%

17.8%

56.3%

11.4%

14.7%

1.3%

0% 20% 40% 60% 80%

東京から遠い

観光名所が少ない

公園が少ない

災害が多い

夏の暑さ

暮らしにくい

自然が少ない

地価が高い

コミュニティが希薄

医療機関が少ない

有名な農作物が少ない

その他

無回答
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問 7 館林市の名所の利用について教えてください。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

問 8 問 7 の項目以外に思い浮かぶ名所はありますか。 

ある場合は記入をしてください。 

 

 

 

 

 

 

 

項目
何度も
行った

1度
行った

行ったこと
はない

わから
ない

無回答 合計

844 168 33 9 7 1,061

79.5% 15.8% 3.1% 0.8% 0.7% 100.0%

357 254 322 102 26 1,061

33.6% 23.9% 30.3% 9.6% 2.5% 100.0%

157 281 472 108 43 1,061

14.8% 26.5% 44.5% 10.2% 4.1% 100.0%

642 309 84 7 19 1,061

60.5% 29.1% 7.9% 0.7% 1.8% 100.0%

906 94 33 11 17 1,061

85.4% 8.9% 3.1% 1.0% 1.6% 100.0%

570 258 190 27 16 1,061

53.7% 24.3% 17.9% 2.5% 1.5% 100.0%

643 262 127 11 18 1,061

60.6% 24.7% 12.0% 1.0% 1.7% 100.0%

303 355 372 12 19 1,061

28.6% 33.5% 35.1% 1.1% 1.8% 100.0%

476 292 268 7 18 1,061

44.9% 27.5% 25.3% 0.7% 1.7% 100.0%
(ケ)向井千秋記念子ども科学館

(キ) 多々良沼

(ク) 群馬県立館林美術館

(ア) つつじが岡公園

(イ) 旧秋元別邸

(ウ) ザ・トレジャーガーデン

(エ) 茂林寺

(オ) 城沼

(カ) 近藤沼

79.5%

33.6%

14.8%

60.5%

85.4%

53.7%

60.6%

28.6%

44.9%

15.8%

23.9%

26.5%

29.1%

8.9%

24.3%

24.7%

33.5%

27.5%

30.3%

44.5%

7.9%

17.9%

12.0%

35.1%

25.3%

9.6%

10.2%
4.1%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

(ア) つつじが岡公園

(イ) 旧秋元別邸

(ウ) ザ・トレジャーガーデン

(エ) 茂林寺

(オ) 城沼

(カ) 近藤沼

(キ) 多々良沼

(ク) 群馬県立館林美術館

(ケ)向井千秋記念子ども科学館

何度も行った 1度行った 行ったことはない わからない 無回答

項目 度数 構成比

ある 122 11.5%

ない 810 76.3%

無回答 129 12.2%

合計 1,061 100.0%

ある, 
11.5%

ない, 
76.3%

無回答, 
12.2%
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問 9 館林市で行われる行事について教えてください。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

何度も
行った

1度
行った

行ったこと
はない

わから
ない

無回答 合計

606 232 161 26 36 1,061

57.1% 21.9% 15.2% 2.5% 3.4% 100.0%

493 289 234 17 28 1,061

46.5% 27.2% 22.1% 1.6% 2.6% 100.0%

182 207 494 129 49 1,061

17.2% 19.5% 46.6% 12.2% 4.6% 100.0%

792 164 76 7 22 1,061

74.6% 15.5% 7.2% 0.7% 2.1% 100.0%

627 223 169 10 32 1,061

59.1% 21.0% 15.9% 0.9% 3.0% 100.0%

145 225 635 19 37 1,061

13.7% 21.2% 59.8% 1.8% 3.5% 100.0%

143 133 575 167 43 1,061

13.5% 12.5% 54.2% 15.7% 4.1% 100.0%

378 266 312 79 26 1,061

35.6% 25.1% 29.4% 7.4% 2.5% 100.0%

165 224 580 57 35 1,061

15.6% 21.1% 54.7% 5.4% 3.3% 100.0%

(キ) 市民のつどい

(ク) 産業祭

(ケ) 下町夜市

(ア) さくらまつり・こいのぼりの里まつり

(イ) つつじまつり（有料期間内）

(ウ) ふるさとづくり市民フェスティバル

(エ) 館林まつり

(オ) 七夕まつり

(カ) 麺－１グランプリ

57.1%

46.5%

17.2%

74.6%

59.1%

13.7%

13.5%

35.6%

15.6%

21.9%

27.2%

19.5%

15.5%

21.0%

21.2%

12.5%

25.1%

21.1%

15.2%

22.1%

46.6%

7.2%

15.9%

59.8%

54.2%

29.4%

54.7%

12.2%

15.7%

7.4%

5.4%

3.4%

2.6%

4.6%

2.1%

3.0%

3.5%

4.1%

2.5%

3.3%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

(ア) さくらまつり・こいのぼりの里まつり

(イ) つつじまつり（有料期間内）

(ウ) ふるさとづくり市民フェスティバル

(エ) 館林まつり

(オ) 七夕まつり

(カ) 麺－１グランプリ

(キ) 市民のつどい

(ク) 産業祭

(ケ) 下町夜市

何度も行った 1度行った 行ったことはない わからない 無回答
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問 10 問 9 の項目以外に思い浮かぶ行事はありますか。また、こんな行事が 

あったらいいなと思うものはありますか。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

問 11 館林市の特産品として、アピールすべきと思うものは何ですか。 

特にそう思うものを３つまで選んでください。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

項目 度数 構成比

ある 159 15.0%

ない 718 67.7%

無回答 184 17.3%

合計 1,061 100.0%

ある, 15.0%

ない, 67.7%

無回答, 
17.3%

83.8%

25.5%

55.4%

20.1%

6.9%

23.5%

5.6%

3.8%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

うどん

麦落雁

醤油

地酒

織物（館林紬など）

農産物

その他

無回答

項目 度数 構成比

うどん 889 83.8%

麦落雁 271 25.5%

醤油 588 55.4%

地酒 213 20.1%

織物（館林紬など） 73 6.9%

農産物 249 23.5%

その他 59 5.6%

無回答 40 3.8%

回答者数 1,061 ‐



 

108 

 

【館林市の今後についてお伺いします】 

 

問 12 どのような取り組みを行うと人口減少に歯止めがかかると思いますか。 

特にそう思うものを３つまで選んでください。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

項目 度数 構成比

子育て支援 689 64.9%

医療の充実 677 63.8%

教育の充実 236 22.2%

空き家や空き地の活用 295 27.8%

都市基盤の充実 163 15.4%

若い世代への就労支援の充実 494 46.6%

農業の活性化 72 6.8%

市の魅力を積極的にPRし、イメージアップを行う 195 18.4%

特に必要としない 8 0.8%

その他 89 8.4%

無回答 15 1.4%

回答者数 1,061 -

64.9%

63.8%

22.2%

27.8%

15.4%

46.6%

6.8%

18.4%

0.8%

8.4%

1.4%

0% 20% 40% 60% 80%

子育て支援

医療の充実

教育の充実

空き家や空き地の活用

都市基盤の充実

若い世代への就労支援の充実

農業の活性化

市の魅力を積極的にPRし、イメージアップを行う

特に必要としない

その他

無回答
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問 13 人口が減少した場合でもまちを維持するためには、どのような取り組みを行

った方がいいと思いますか。特にそう思うものを３つまで選んでください。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

25.0%

40.0%

29.3%

38.5%

41.6%

30.2%

18.8%

2.0%

8.9%

2.8%

0% 10% 20% 30% 40% 50%

中心市街地に公共施設等を集め、コンパクトシティ化を図る

近隣自治体との連携

公共施設の統合や廃合

空き家や空き地を活用した取り組み

観光客などを増やす取り組み

地域のコミュニティを活性させ、住民間の支え合いを進める

行政サービスの一部をNPOや自治会、民間企業に担ってもらう

特に必要としない

その他

無回答

項目 度数 構成比

中心市街地に公共施設等を集め、コンパクトシティ化を図る 265 25.0%

近隣自治体との連携 424 40.0%

公共施設の統合や廃合 311 29.3%

空き家や空き地を活用した取り組み 409 38.5%

観光客などを増やす取り組み 441 41.6%

地域のコミュニティを活性させ、住民間の支え合いを進める 320 30.2%

行政サービスの一部をNPOや自治会、民間企業に担ってもらう 199 18.8%

特に必要としない 21 2.0%

その他 94 8.9%

無回答 30 2.8%

回答者数 1,061 -
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【結婚に関する意識・希望についてお伺いします ※独身者限定】 

 

問 A1 あなたの結婚（または再婚）に対するお考えを教えてください。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

問 A2 結婚（または再婚）について、次の中でどのようなことが気になりますか。 

特に当てはまるものを３つまで選んでください。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

項目 度数 構成比

結婚（または再婚）を考えている。なるべく早くしたい 57 21.8%

理想的な相手がいれば結婚（または再婚）してもよい 111 42.4%

結婚（または再婚）は今のところ考えていない 94 35.9%

回答者数 262 100.0%

無回答 799 -

合計 1,061 -

21.8%

42.4%

35.9%

0% 20% 40% 60%

結婚（または再婚）を考えている。なるべく早くしたい

理想的な相手がいれば結婚（または再婚）してもよい

結婚（または再婚）は今のところ考えていない

46.8%

54.8%

3.2%

23.2%

5.2%

32.4%

33.2%

20.4%

10.0%

0% 20% 40% 60%

出会いの機会

経済的なこと

親の承諾

親との同居や扶養

学校や学業上の問題

職業や仕事上の問題

年齢上のこと

健康上のこと

その他

項目 度数 構成比

出会いの機会 117 46.8%

経済的なこと 137 54.8%

親の承諾 8 3.2%

親との同居や扶養 58 23.2%

学校や学業上の問題 13 5.2%

職業や仕事上の問題 81 32.4%

年齢上のこと 83 33.2%

健康上のこと 51 20.4%

その他 25 10.0%

回答者数 250 -

無回答 811 -

合計 1,061 -
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【転入に関する意識についてお伺いします ※転入者限定】 

 

問 B1 転入のきっかけについて、次の中で当てはまるものはどれですか。 

当てはまるもの全てを選んでください。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

10.8%

20.6%

1.3%

2.0%

0.3%

4.5%

3.8%

11.0%

37.3%

0.5%

1.8%

7.5%

1.3%

0.0%

0.3%

4.3%

3.3%

10.0%

0% 10% 20% 30% 40% 50%

仕事（新規就労）のため

仕事（転勤等）のため

学業のため

家業を継ぐため

新規就農のため

住んでいる人（家族親戚・友人等）のすすめがあったため

親の仕事のため

親との同居（介護・経済的理由など）のため

結婚のため

病気療養のため

住む場所の支援（子育て住宅・定住住宅など）があったため

不動産会社の紹介／よい物件があったため

子育てや福祉の充実さに惹かれたため

移住支援（自治体の移住施策や移住フェア）があったため

研究・ボランティアなどで訪問したため

先祖代々の土地や家を守るため

特に理由はない

その他

項目 度数 構成比

仕事（新規就労）のため 43 10.8%

仕事（転勤等）のため 82 20.6%

学業のため 5 1.3%

家業を継ぐため 8 2.0%

新規就農のため 1 0.3%

住んでいる人（家族親戚・友人等）のすすめがあったため 18 4.5%

親の仕事のため 15 3.8%

親との同居（介護・経済的理由など）のため 44 11.0%

結婚のため 149 37.3%

病気療養のため 2 0.5%

住む場所の支援（子育て住宅・定住住宅など）があったため 7 1.8%

不動産会社の紹介／よい物件があったため 30 7.5%

子育てや福祉の充実さに惹かれたため 5 1.3%

移住支援（自治体の移住施策や移住フェア）があったため 0 0.0%

研究・ボランティアなどで訪問したため 1 0.3%

先祖代々の土地や家を守るため 17 4.3%

特に理由はない 13 3.3%

その他 40 10.0%

回答者数 399 -

無回答 662 -

合計 1,061 -
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問 B2 転入を考える際に、次の中で気になった点はありますか。 

特に当てはまるものを３つまで選んでください。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

問 B3 館林市での生活に満足していますか。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

7.6%

28.2%

21.9%

55.0%

19.1%

22.4%

39.4%

23.7%

0% 20% 40% 60%

豊かな自然環境

住んでいる人やコミュニティ

仕事に関すること

生活に関すること (移動・買い物・公共サービスなど)

学業など教育に関すること

出産・子育てに関すること

医療や病院に関すること

特になかった／その他

項目 度数 構成比

豊かな自然環境 30 7.6%

住んでいる人やコミュニティ 111 28.2%

仕事に関すること 86 21.9%

生活に関すること (移動・買い物・公共サービスなど) 216 55.0%

学業など教育に関すること 75 19.1%

出産・子育てに関すること 88 22.4%

医療や病院に関すること 155 39.4%

特になかった／その他 93 23.7%

回答者数 393 -

無回答 668 -

合計 1,061 -

項目 度数 構成比

とても満足している 26 6.9%

どちらかといえば満足している 245 65.3%

どちらかといえば満足していない 74 19.7%

満足していない 30 8.0%

回答者数 375 100.0%

無回答 686 ‐

合計 1,061 ‐

6.9%

65.3%

19.7%

8.0%

0% 20% 40% 60% 80%

とても満足している

どちらかといえば満足している

どちらかといえば満足していない

満足していない
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問 B4 転入に際し、館林市のホームページ等の情報は参考にしましたか。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

11.2%

6.4%

82.4%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

調べて参考にした

参考になる情報がなかった

調べなかった

項目 度数 構成比

調べて参考にした 40 11.2%

参考になる情報がなかった 23 6.4%

調べなかった 294 82.4%

回答者数 357 100.0%

無回答 704 ‐

合計 1,061 ‐



 

114 

 

【今後の進路に関する意識・希望についてお伺いします ※学生限定】 

 

問 C1 あなたは次のうちのどれに当たりますか。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

問 C2 あなたは今後、館林市を離れて進学（もしくは就職する）つもりですか。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

問 C3（問 C2 で「今後は館林市以外に住み進学するつもり」「今後は館林市以外に住

み就職するつもり」を選んだ方にお伺いします）  

次に住みたい場所はすでに決めていますか。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

項目 度数 構成比

高校生・高等専門学校生 7 17.5%

専門学校生・短期大学生 6 15.0%

大学生・大学院生 27 67.5%

その他 0 0.0%

無回答 0 0.0%

回答者数 40 100.0%

非該当 1,021 -

合計 1,061 -

項目 度数 構成比

今後は館林市以外に住み進学するつもり 4 10.0%

今後は館林市以外に住み就職するつもり 19 47.5%

今後も館林市に住み進学（もしくは就職）するつもり 8 20.0%

わからない／まだ決めていない 9 22.5%

無回答 0 0.0%

回答者数 40 100.0%

非該当 1,021 -

合計 1,061 -

項目 度数 構成比

邑楽郡内の町（板倉町、明和町、千代田町、大泉町、邑楽町） 1 4.3%

邑楽郡以外の群馬県内の市町村 0 0.0%

東京都 6 26.1%

関東地方の都道府県（神奈川県・千葉県・埼玉県・栃木県・茨城県） 11 47.8%

関東地方以外の都道府県 1 4.3%

海外・その他 1 4.3%

決めていない 4 17.4%

無回答 0 0.0%

回答者数 23 100.0%

非該当 1,038 ‐

合計 1,061 ‐
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問 C4（問 C2 で「今後は館林市以外に住み進学するつもり」「今後は館林市以外に住

み就職するつもり」を選んだ方にお伺いします）  

将来的に館林市へ戻りたいですか。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

問 C5（問 C4 で「できるだけ早く戻りたい」「いつかは戻りたい」のいずれかを選ん

だ方にお伺いします） 

館林市に戻ることを考えた時に、次の中でどのようなことが気になりますか。 

特に当てはまるものを３つまで選んでください。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

項目 度数 構成比

できるだけ早く戻りたい 2 8.7%

いつかは戻りたい 8 34.8%

戻るつもりはない 3 13.0%

わからない／まだ決めていない 9 39.1%

無回答 1 4.3%

回答者数 23 100.0%

非該当 1,038 -

合計 1,061 -

項目 度数 構成比

仕事があるかどうか 7 70.0%

結婚に関すること（異性との出会い） 1 10.0%

生活に関すること 3 30.0%

スポーツや娯楽に関すること 0 0.0%

出産・子育ての環境に関すること 5 50.0%

福祉や介護に関すること 3 30.0%

医療や病院に関すること 2 20.0%

両親や家族に関すること 4 40.0%

その他 1 10.0%

無回答 0 0.0%

回答者数 10 -

非該当 1,051 -

合計 1,061 -
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問 C6 （問 C4 で「できるだけ早く戻りたい」「いつかは戻りたい」のいずれかを選

んだ方にお伺いします） 

館林市への Uターンに役立つ情報に興味がありますか。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

問 C7 （問 C2 で「今後も館林市に住み進学（もしくは就職）するつもり」を選んだ

方に質問します）  

将来的にも館林市に住み続けたいですか。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

問 C8 （問 C7 で「館林市を離れるつもりはない」を選んだ方にお伺いします）  

館林市に住み続けることをお考えになるのはどのような理由からですか。 

当てはまるもの全てを選んでください。 

 

    回答なし 

 

 

 

 

 

項目 度数 構成比

興味がある 3 30.0%

どちらかといえば興味がある 3 30.0%

どちらかといえば興味はない 3 30.0%

興味はない 1 10.0%

無回答 0 0.0%

回答者数 10 100.0%

非該当 1,051 -

合計 1,061 -

項目 度数 構成比

館林市を離れるつもりはない 0 0.0%

将来的には館林市を離れたい 4 50.0%

わからない／まだ決めていない 4 50.0%

無回答 0 0.0%

回答者数 8 100.0%

非該当 1,053 -

合計 1,061 -
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